


音響機器

、 その他製崩

レコードビジネス

映陣ビジネス

公認会計士の監査報告書

テレピ

連結財務諸表注記
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営業成績

会計年度

売上高

営業利益

当期純利益

1株当り :

当期純利益

現金配当金

会計年度末

資本勘定

総資産

従業員数

-園璽盟国
財務ハイライト

単位 :百万円
(1株当り金額を除()

1989年3月 31 日 1990年3月 31 日
に終了した1年間 に終了した1年間

￥2， 145 ， 329 

160.499 

72,469 

￥ 241.7 

44.6 

-￥ 911 ， 816 

2,364,775 

78 ,900 

￥2，879，856 

295,191 
102,808 

￥ 306.9 

50.0 

￥1，430，058 

4,370,085 

95,600 

増減率
1990/1989 

十 34.2%

+83.9 

十4 1. 9

十27.0

+56.8 

+84.8 

j主記 :米ドノレ金額は、便宜上、 1990年3月 30 日現在の東京外国為替市場て、の円相場1米ドル=157円て、換算しております(連結財務諸表注記2参照) 。

売上高(単位 .十億円)

'90 

'89 

'88 

'87* 

'86 

同期翻盟副蝿醐輔盤幽醐旗開問題組問醐回顧福岡li!IIi醐醐醐輔扇面面白-田一一園田E園田-ー←

魁鋼噂器緯擦総量訟摂罰並脅線鶴闘認嫌磁甑部協議湾滋蹴選翠薮溺密礎盤能勢総縛製機怒総務翠欝締験問磁調

醍醐翻強軍閥鵬艦購蛸醐醐輔磁器脚部醐棚掴圃E・E・- 1,555 

609 

蹄盟組醐盤亜種蜘醐醐醐臓器書棚陸海割強臨蜘盟組制一 1,452 

当期純利益(単位 . 十億円)

'90 

'89 

'88 

魁溜翻郡部欄蹴縦鏑醐醐欄際翻蹄総繊蹴議磁醐醐脳輔瀦糠融鱒磁盟噂

郡部磁~ilii怒鳴騨蹴鴎糊幽霊園

3ア帽踊嗣随蹟 13

'86 

1株当り当期純利益(単位.円)

37 

41 

72 

2 ,145 

'90 

'89 

E時時~~i温室窓翠蕊駒郡E主穂留軍隆盛蕊態態怒弱磁泌総盤滋環箆寝耳璃議終盤溜監摺画書壇想想際緊総磁器螺滋総溜礎湿懇願樋置盤機鍵縫車

'88 画部醐鵬醐腕商館脚盟関酬園町継酬脚暗躍磁醐踊

・gγ57.3

'86 

*1987年3月31日に終了した5ヵ月間

241.7 

151.0 

178.4 

2,880 

103 

306.9 

単位 : 千米ドノレ
(l株当 り金綴を除()

$18,343,032 
1,880,197 

654,828 

s 1.95 

0.32 

$ 9,108,650 
27,834,936 



株主の皆様ヘ

この年次報告書で振り返る1年間 (1990年3月 31 日に終了した

年度)は、ソニーにとってきわめて重要な意味を持つ年となりました。

エレクトロニクス分野においては、全製品部門・全地域にわた

って売上が大幅に伸長しました。とりわけ、 当社カが主パ一ソナ/ルレヒ守

デデ、オとυしい、うう位置付けのもとL、全力を尽くして取り組んてででお"~、

オピジオ、スが、当年度において大きな飛躍を遂げました。

エンターテインメント分野においては、 1989年11月、米国コロン

ピア・ピクチャーズ・エンターテインメント社を買収し、レコードピ

ジバ、スを中心に拡充を図ってきたソフトウェア事業に、新たに映像

ソフトを加えました。

このように、当年度はエレクトロニクス、エンターテインメント両分

野の今後の成長にとって大きな布石となるとともに、業績面において

も、売上・利益ともに過去最高を達成することができました。

-業績概要

当年度のソニーの連結売上高は、 2~~8 ， 800億円と、前年度に

比ぺ34 .2%増加しました。営業利益は、前年度比83.9%増の

2 ， 950億円、当期純利益は、前年度比4l. 9%増の1 ， 030億円と

なりました。 1株当り当期純利益は、前年度比27.0%増の306.9円

となり、また、当年度末の1株当り純資産は、前年度末の3 ， 226円

に大すし4 ， 308円となりました。

当年度の配当金につきましては、 1990年6月 28 日、東京におい

て開催の株主総会の承認を得て、 5円40銭増配し、 1株につき50

円(源泉税控除前)とさせていただく予定です。 1989年12月に25

円を中間配当としてすでにお支払いいたしておりますので、期末

配当金は1株につき25円(源泉税控除前)となります。

なお、 1989年7月、主として設備投資資金に充当するため、日

本において公募新株式3.000万株の発行を行い、また1990年2月

には主としてコロンビア・ピクチャーズ・エンターテインメント社の買

収資金に充当するため、 日本において1.000億円の無担保新株

引受権付社債と3 ， 000億円の無担保転換社債を発行し、たしまし

た。
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-エレクトロニクス

当年度、エレクトロニクス分野におきましては、競争力のある新

製品の導入に成功したカメラ一体型8ミリビデオ“ハンディカム"や、

デジ、タノレVTRが大きく売上を伸ばしている放送局用ビデオ機器

等が、ビデオ機器部門の売上増に大きく貢献いたしました。また、

音響機器部門てやは、 CDプレーヤー、ミニコンポーオ、ントステレ

オ、ヘッドホンステレオ“ウォークマン"等が好調に推移しました。テ

レヒ守は大型機種を中心に各地域にわたって売上が伸長し、またコ

ンピューター用ディスフ。レイも大幅な売上増となりました。その他製

品部門てやは、これまててで、や、急急、成長を続けてきた半導体の売上カがf若干

イ申びび、

ワ一クステ一シヨン、電話機等の売上増によって他部門と同様高

い売上の伸びを達成することができました。

当年度の当社の研究開発費は、前年度を約16%上回る

1 ， 650億円となり、売上高の5.7%となりました。当社は、民生用お

よび産業用エレクトロニクス分野における強力な基盤を維持 ・拡

大していくためには、研究開発活動がきわめて重要であると考えて

おり、今後も継続して積極的な研究開発投資を行ってまいります。

また一方、当年度の設備投資額は、半導体をはじめ、カラーブ

ラウン管なEの映像デバイス、磁気製品、オーディオ・ピデオ機

器の生産設備の増強を図ったことにより、前年度を約50%上回る

3 ， 240億円となりました。

-エンターテインメント

レコード部門については、米国のシーピーエス・レコード社、日

本の(械シーピーエス・ソニーグループともに、きわめて好調な業績

を記録しました。従来のスーパースターに加え、新しいアーテイスト

も順調に成長し、収益に貢献しました。こうした好業績には、 CDプ

レーヤーの普及に支えられたCD市場の拡大が大きく寄与してお

り、今後もCDに対する需要はさらに高まっていくものと思われます。



代表取締役会長 ・ 盛田昭夫(右)

代表取締役社長 ・ 大賀典雄
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また、ミュージ、ツクヒずデオソフトやレーザ、ーデPイスクなどの映像ソフト

の売上も急速に拡大しました。この結果、レコード部門の売上高

は前年度に比べ33.8%増加しました。

1989年11月、当社は米国の有力な映画会社のひとつてやあるコ

ロンピア・ピクチャーズ・エンターテインメントネ土を約34億ドノレてや

買収いたしました。また同時に、グーノfー・ピーターズ・エンター

テインメン卜社を約2億ドノレて、、買収し、 ピーター・グーノずーとジ、ヨ

ン・ピーターズ、の両氏をコロンヒマア・ピクチャーズ・エンターテイン

メント社の経営者として迎えました。これは、ハードウェア事業の今

後の展開のためには、音楽ソフトに加えて映像ソフトが不可欠で、

あるとの判断によるものです。

-舎後の事業環境と経営施策

第3に、シーピーエスレコードグノレーフ。を中心として展開してき

た音楽ソフト事業に、新たにコロンヒ守ア・ピクチャーズ・エンターテ

インメント社を中心とする映像ソフト事業を加えることにより、ソフトウ

ェア事業をさらに拡大・発展させるとともに、ハードウェア事業との

相乗効果を図ってまいります。

第4~二、海外における現地部品調達・生産を推進するとともに、研

究開発からマーケティングに至るまで、より現地に密着した形での

海外事業の拡充を図ってまいります。

第5~こ、設計・製造から販売・物流に至るあらゆる分野において、

原価削減および合理化を継続するとともに、棚却資産の適正管

理、設備投資の厳選等を通じて、収益性・財務体質のより一層の

向上を図ってまいります。

当社をとりまく今後の事業環境につきましては、国内外における 1990年 5 月 24 日

金融・資本市場の先行き不透明感、各国の今後の景気動向、

経済・通商摩擦の激化、価格競争の織烈化等、幾多の不安定

要因により、予断を許さない状況が予想されます。このような状況

下において、当社は、以下に述べます諸施策を講じ、お客様に心

からご満足いただける商品とサービスの提供に努めるとともに、いか

なる事業環境の変化にも迅速かっ柔軟に対応できる企業体質の

構築を図り、業績の向上に全力を尽くして、皆様のご期待にお応

えしてまし、る所存です。

第1に、民生用分野において、魅力的な新製品の積極的開発・

導入、および販売・サービス体制の強化を推進し、さらに商品の

品質管理をこれまで以上に徹底してまいります。

第2に、産業用分野においては、ビデオ機器、ディスフ。レイ等の

各分野の事業を一層強化するとともに、それぞれの先進技術を統

合することにより、より幅広い分野において市場に対応したピジオ、ス

の育成を図ってまいります。また、あらゆる事業領域を支える半導

体・電子部品、および、コンビューター・情報処理・通信関連機器

等の分野における技術開発および、事業拡大につきましでも、引き

続き積極的に推進してまし、ります。

叫プ\

スL 吃 ~ {{[ 
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営業の概況

;:,,-: I ，"':-ï喝 li;~'~~腕

。!ふ.電子\縄調圃
品ふ悼': ~?嶋，~~d恥湖周-.乃 花~HEØÆ~

ビデオ機器

家庭用VTR、レーザーディスクプレーヤー、放送局用 ・業務用ピデオ機器、

電子スチノレカメラ、ビデオテープ

音響機器

CDプレ←ヤ一、ミニユコンポーネントステレオ、ハイプア4 コンポーオ、ント、

ラジ、オカセットテープレコーダρ一、ヘッドホンステレオ、ラジオ、

カーオーディオ、オーディオテープ、プロ用音響機器

テレビ
カラ{テレピノモユター、衛星放送受信システム、

プ。ロジ、エクタ一、ディスプレイ、ジャンボト際ン

その他製蹟

半導体、部品、コンピュータ一、情報関連機器、

電話機、通信機器、 FAシステム

-3j fb MMm仰5Mf l認識調
レコ{ドビジネス

シーピーエス・レコード社および(株)シーザーエス・ソニーグノレーブ。

による音楽・映像ソフトウェア

線画ビジネス

コロンビア・ピクチャーズ・エンターテインメント社および

グ、ーノ~..._.ピーターズ・エンターテインメント社買収

による新しい部門

5 



.8ミリビデオ

1989年6月に日本で発売し、その後米国、欧州、|

にも導入した本体重量790グラムの超小型・軽量

カメラ一体型8ミリビデオ“ハンディカム"は世界的に

好評を博し当社にとっても、またカメラ一体型ビデオ

ビデオ機器部門売上高は、前 ラー液晶テレビヒ8ミリピデ方を一体化し?こ“ビデオ

年度に出べ29.7%増加し、売 ウォークマン"を商品化しております。 当年度じは、
超小型駆動機構“FLメカ"の採用により従来の製

上高の25.8%にあたる7.440
品よりさらに小型・軽量化を実現した新製品を発

億円となDました。当年度Ij、 売しあわせて低価格の8ミリビデオ映画ソフトの

市場にとっても過去最大のヒットモデルとなりました。 主要禦昂分野すべてにおいて 販売も開始いたしました。また、 1989年夏からは“ピ

このモデルは、 8ミリビデオの売上増に大きく貢献し

ただけでなく、旅先での使用などお客様にさまざま

な利用の機会と用途を提供し、カメラ一体型ビデ

オ市場の裾野を拡げるという役割を果たしました。

1990年5月には、このモデノレの後継機種として、本

体重量690グラムという一層の軽量化を実現した

モデル、および画質の向上に加え、 8倍電動ズー

ム、ハイフアイステレオなどの機能を搭載したモデ

ノレを発表いたしました。 日本においては1990年夏よ

り販売を開始し、秋には海外への導入も予定して

おります。

また1990年4月、日本において、高画質8ミリビ

デオの“ピデオノ、イエイト"シリーズの新機種として、

さらに小型・軽量化を実現し、 ノ、イフアイステレオや

ワイヤレスリモコンなどの充実した機能を装備した

カメラ一体型モデルを発売いたしました。 海外へ

の導入は1990年夏より順次行ってまし、ります。

当社は、利用する場所や形態にとらわれず、い

つでもビデオを楽しむことができるパーソナノレビデ

オ分野の需要創造に努めており、その一環としてカ

ビデオ機器売上高(単位:十億円)

'90 

デオウォークマン"の旅客機専用モデノレが航空
売上を伸ばし、特に8ミリピデ

会社において機内貸出用として使用され、好評を
オは大きな伸びを達成いたし

1専Lておウ￡ず。

ました。

'89 

'88 

画圃圃圃圃圃園田園田園圃園田園園田園田園田』甲田司圃圃圃圃圃聞圃園田園醐圃語圏掴薗副圃酪噂感襲麗掲額蝦劉綴 573 

451 

'8~γ 189 

'86 481 

会 1987年3月31Bt.こ終了した5ヵ月調
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-家庭用1/2インチVTR.レーザーディスク

プレーヤー

1/2インチVTRは、 VHS方式VTRの貢献によ

高画質八イバンド8ミリビデオ“ビデ

オ八イエイト"シリーズの新機種は、

り、順調に売上を伸ばし;ました。メタルテープを使 さらに小型・軽量化を実現しました。

用した高画質VTRの分野では、“EDベータ"の 可変速デジタルシャッターを使えば、

新製品を導入するとともに、 1989年12月よりVHS ゴルフのスイングなども鮮明に録画

ヒeデオの高画質化を図ったスーパーVHS(S- することができます。

VHS)を日本で発売し、家庭用ビデオ機器の総

合メーカーとしてラインアッフ。の強化を図りました。

世界的なヒットモデルとなった超小

型・軽量の“ハンディカム"は、旅先で

の手軽な利用を可能としたことによ

り、幅広い支持をいただきました。

また1990年秋より、マレーシアにおいて1/2インチ

VTRの生産を開始し、当社の海外生産拠点とし

て今後の需要拡大に対応してし、〈予定です。

レーザーディスクフ。レーヤーは、レーザーディ

スク、 CD等を含むすべての家庭用光デ、イスクが

楽しめる“マノレチディスクプレーヤー"が順調に売

上を伸ばしました。



-放送局用・業務用ビデオ機器

当ネ土は、 1988年夏にD-2フォーマットのコンポジ “ベータ力ムSP"は、ビデオによる

ット・デジ、タノレVTRを初めて市場に導入して以来、 ニュース取材から、編集、番組送出ま

放送局用・業務用VTRの分野でのデジ、タノレ化 でを1/2インチビデオカセットでー買

を推進しております。 1989年5月、当社は米国シー して行うことを可能としたシステム

ピーエスネ土より、 D-2フォーマット・デ、ジタノレVTR で、現在世界中の放送局やプロタヲ

を搭載した番組・CM 自動送出システムデジタ ションハウスで利用されています。

ノレ・カートシステムを大量に受注しました。また、

1990年3月に米国アトランタで開催された放送機

器展'90NABショーにおいてデジ、タノレ技術を駆使

したシステム機器の展示を行い、放送機器分野に

おけるデ、ジ、タノレ時代の到来を積極的にアピーノレし

ました。

“ベータカムSP"システムについては、ニュース

取材から、編集、送出まで可能なシステムとして世

界中の放送局、プロダクションハウスなどから支持

を得ており、当年度においてもヲ|き続き堅調に売上

を伸ばしました。

放送局用・業務用カメラの分野てやは、当社は

CCDカメラの先駆者として3板式CCDカメラの積

極的な新製品開発を行い、売上を拡大してまいり

ました。 当年度においても屋外撮影用の高解像度

カメラや、本格的な高性能スタジオ用カメラを発売

しました。

1990年初夏にイタリアで開催された'90ワーノレ

ドカップ・サッカーにおいては、大会のホスト放送

レーザーディスク、 CD等あらゆる 局であるイタリア国営放送協会により、当社のD-2

家庭用光ディスクを再生することが フォーマット・デジ、タノレVTR、“ベータカムSP"お

できる“マルチディスクプレーヤー" よび放送業務用ピデオカメラなどの放送機器が

の新機種は、多彩なプレイが可能な 大量に採用されました。

デジタルピクチャー機能を搭載し、ォ HDTV(高品位テレビ)の分野てやは、 1990年3

ーデイオ・ピジ、ユアル(AV)の楽しみ 月、日本において、 業務用1/2インチカセットVTR

を拡げました。

8 

の開発と年内の商品化を発表いたしました。当社

はすでにHDTV用のデジタルVTR、ビデオディ

スクフ。レーヤ一等を商品化しており、今後も商品

開発に一層注力していく予定です。



.CDプレーヤー

当社は、据置タイプにおいては、普及価格機種

から高級機種まで幅広い機種を揃え、ポータフツレ

タイプてやは小型・軽量化の技術を駆使したユニ

ークな新製品を市場に送り出すなE、引き続きCD

プレーヤーの需要拡大に努めてまいりました。 ラジ

オカセットテープレコーダーとの複合タイプにおい

ては、 音質面はもとより、機能・操作性の向上をさら

に進めた新機種を発売し、また、ミニコンポーオ、ント

ステレオとの複合タイプや車載用においても積極

的な商品展開を図り、売上を伸長いたしました。

当社はCDプレーヤー市場の拡大に対応して、

フランスのアノレザ、ス工場におけるCDプレーヤーの

生産能力の増強を図りました。 また、マレーシアに

おける音響機器の生産拠点においても工場を増

築し、新たにCDフ。レーヤーやミニコンポーネントス

テレオなどの生産を開始いたしました。

音響機器売上高(単位:十億円)

音響機器部門完上高は、前年 ・ミニコンポーネントステレオ

度にttべê8.8~ぢ膚加し、芳上 当社のミニコンポーオ、ントステレオは、その優れ

た音質と機能により、お客様の幅広い支持を得て
高のê5.1%にあた~7， êêO信

おります。 当年度には、従来よりさらに小型で置き
円となDました。当年度I~、

場所を選ばず、個性的なレイアウトが楽しめる新し

00プレーヤーがきわめて好 いタイプの製品を日 本市場に導入し、大ヒッ トを記

謂に雄移したのをはじめ、全 録するとともに、ミニコンポーオ、ントステレオ市場に新

、ノレを開拓・確立いたしました。
禦昂分野にわたって大幅な完

土岩を記録いたしました。

ラジオカセットテープレコーダーは、

CDプレーヤーを搭載したモデルの

出率が高くなってきております。乙の

機種は、 CDからテープへの多彩な

編集機能などを備えるとともに低音

から高音までバランスの良い高音買

を実現しています。

ミニコンポーネント市場の多様他に

合わせ、 1989年夏、日本で発売され

た“ピクシー"は、省スペースで自由

なレイアウトカ喋しめ、インテリア感

覚のシックなテ、ザインを採り入れた

ことなどが高い評価を得、大ヒットを

記録しました。

'90 

'89 

町駅沼綿織f現閥均諮潟制捜鵬蹴損部趨総額海陸相峨潔噛鼠諮臨描幽紹腕縁組掻退部彊議臨繍摂諮謬穏脳髄栂踊磁器密鵠組艶狭湾 722 

561 

'88 479 

'87* 190 

'86 415 

*/987年3月3/81.こ終了した5ヵ月濁
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-デジタルオーディオテープ(OAT)デッキ

当社は、 1990年夏に、日本および米国において

民生用DATデッキの新規格に対応した製品を

発売する予定です。この新規格は、 CD等のデジ

タノレ音源から、デジタノレ信号のままで録音すること

を一世代lこ限って可能にしたものでやす。今後、欧

州市場に順次導入するとともに、新規格に対応した

DATデッキのラインアップを充実し、 DATマーケ

ットの拡大を積極的に進めてまいります。

-ヘッドホンステレオ

リモコン操作が可能な“ウオークマ 当ネ士はヘッドホンステレオ“ウォークマン"におい

ン"の新製晶は、光と音によってテー て、発売以来常に積極的な新製品導入を図り、ヘ

プ走行方向や作動状況を確認するこ ッドホンステレオ市場拡大の牽引役を果たしてま

とができ、操作性か一段と向上しまし いりました。当年度におきましでも、リモコン操作や

た。 急速充電のできる新機種を発売するなど、音質は

もとより使い勝手の良さをさらに追求した製品を発

売し、多様化するお客様のご要望にお応えしてお

ります。

-カーオーディオ

カーオーディオの分野では、 CDの高音質と使

い易さを生かした車載用CDフ。レーヤーが急速に

拡大しています。当社の売上も大幅な増加を見せ

ており、 10キ文のCDを同H寺にセットできるオートチェ

ンジ、ヤ一機能搭載のCDプレーヤ一等が大好評

を博しております。



-その他の音醤機器

夢のあるデザ、インと使い易さで好評の子供向け

のオーディオシリーズ“マイ・ファースト・ソニー"に

おいては、当年度も組立式ラジオなどの新機種の

導入を図りました。

ラジオにつきましては、カードタイプの小型機種

から、短波放送で世界の最新ニュースをキャッチ

できるワーノレドノfンドレシーバーまで、積極的な新

製品導入を行うことにより、売上が伸長いたしまし

た。

当社は、ヒずデ、オテーフ。の組立生産を行っている

フランスのダックス工場に、磁気テープの塗布生

産設備を導入することを決定し、 1991年春の稼働

開始をめざしております。稼働開始後は欧州での

オーディオテープおよびビデオテープの原反供

給拠点となり、米国に続き欧州、|でも域内一貫生産

体制が確立されることになります。
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εLεC前建~MCS

圃家庭用カラーテレビ/モニター テレビ部門売上高fj、前年度 ッツパーグ近郊に、“トリニトロンヲラーテレビ用

高画質ビデオ、レーザーずイスクプレーヤーな tt30.6%岩の4， 460億円とな ブラウン管工場の建設を発表いたしました。この新
どの普及に伴い、当社は“トリニトロン"カラーテレビ

。、芳上高の15.5%となDまし
の大画面化、高画質化を推進しております。当年

工場は1992年秋の稼働開始を予定しております。

また、東南アジア地域におきましでも、カラーテレ

度においては、さまざまな映像ソフトを大画面でし た。当年度におきましては、カ ピの一貫生産体制の構築を図るため、マレーシア

かも臨場感あふれる音声で楽しめる機種を発売 ラーテレビ.の芳土が、大型テ において稼働中のカラーテレヒ守工場に加え、 1991

するなど、需要の拡大仁努めまし十結果“トリート 年の稼働開始をめざし、シンガポーノレじカラーブ
ー 」 、 ー レピや日本市場における衛星

ロン"カラーテレビの売上は国内外できわめて好 ラウン管工場を建設することを決定しました。
放送関連機器に対する需要

調、二推移はιた。

当社は、日本をはじめ、米国、欧州、|の各地域 の膚加に伴~ 1，順調lご岩加~1 ・衛星放送受信システム

たしましたD業務用分野では、 日本市場においては、衛星放送番組の人気がにおいて、“トリニトロン"カラーテレビのブラウン管

の生産から完成品の組立までの一貫生産体制を

整えてまいりました。米国においては既にカリフオノレ

ニア州サンデ、イエゴにおいてカラーテレヒ守の生産

を行っておりますが、米国をはじめとする世界的な

需要の拡大に対応するため、ペンシルパニア州ピ

急速に高まっております。当社はこのような状況に
コンピューター用ディスプレ ー

イが、米国、欧州を中心に全

地域で売上を大幅に伸ばしま

した。

HDTV関連機器は、 35ミリフィルム

に匹敵する優れた画質を生かし、映

画産業における応用が期待されてい

ます。写真はHDTVプロジ‘工クター

を使用したビデオシアターの一例で

す。

テレピ売上高 (単位:十億円)

'90 

'89 

'88 

'87* 

'86 

磁旗揚磁値圏蹟間極圏路盤堕態語F糟圃阻堕圃喧描崩踊臨調圃駆溜描園鶴蹟錨贋覇纏璃関図鑑頭理路鹿沼隈湖踊蕗醤蝦鍛鶴縄揖線磁獄路鶴磁路線猫滋沼

342 

間田園田醐間嘩誠邸鋪磁揖麗遍面積函闇嘗園田園盟国臨調融胆恒国盛田園圃輔喧麟静慨鍋鶴揚陽電誼瞳 315 

酪盤鹿沼磁概観獅圃観強調曽馬蹄鵠翻極観温 129 

面回園盈盟国園田園田圃宿直盟国酔盟国園由圃園田E雫与一一一二二二II1II軍盟国国翻暗闇臨漉輔 332 

会 /987年3月3/8に終了した5ヵ月間
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446 



対応すべく、新開発の高感度受信アンテナと高画

質・高音質を実現した衛星放送チューナーを発

売しました。衛星放送受信システムは、放送番組

の充実に伴い今後とも市場の拡大が期待でき、当

社でもラインアッフ。の充実を図ってまいります。

-業務用プロジzクター

当社は、業務用プロジェクター市場において世

界のトッフ。メーカーのI也イ立を獲;得i しております。当

年度には、ヒマデオから高性能コンピューターまでき
この“トリニトロン'カラーモニター

まざまな入力ソースに自動的に対応し、高画質の
“プロフィール・プ口"の画面は、日本

映f象を手軽に投影することができるカラービデオ
で‘上演された舞踏「フィフスーVJの

一場面です。“プロフィール・ブ口"
フ。ロジ、エクターを発売し、好評を博しました。

144台の映像と肉体の融合が舞台空

聞を創り出しています。

13 



-業務用ディスプレイ

当ネ士の“トリニトロン"カラーディスプレイは、 コン

ピューターの分野で米国をはじめとする各国のコ

ンピューターメーカーのメインディスプレイに採用

されるなど、その高画質・高精細度が非常に高い

評価を得ております。当年度におきましでも、パー

ソナノレコンピューター用ディスプレイのみならず、

グρラフィックディスプレイの分野でも需要は引き続

き好調で、大幅な売上増を達成いたしました。

.HDTV用モニター/プロジ‘ェクター

業務用HDTVは、放送局のみならず、エンタ

ーテインメント、各種イベ、ントや販売促進プレゼン

テーション、企業広告等への導入が開始されて

このカラービデオプロジェクターは、

広帯域にわたって入力信号の定査周

波数に自動追従する機能を搭載し、

複雑な調整作業なしに高解像度のコ

ンビューターやピテ、オテ、ツキ、ビデオ

カメラなどの画像を投影することが

できます。

日本における衛星放送番組の需要

は急拡大しており、手軽に衛星放送

を楽しむことができる衛星放送チュ

ーナー内蔵の“トリニトロン"カラー

テレビも、発売以来好評を博してい

ます。

14 

おります。当年度には、室内光のもとでも鮮明な高

画質画像を再現したHDTV用55インチリアプロ

ジェクターを発売いたしました。

また、イベ、ントやヒ守デオシアターなどの本格的エ

ンターテインメントにも対応でき、超大型画面での

投影が可能なHDTV用プロジ、エクションシステムも

開発し、米国'90NABショーへ出展いたしました。



-半導体 その他製詰部門売上高は、前 ・マテリアルス・リサ一手社

当社の半導体ピジオ、スは、 SRAMなどのMOS 年度:tt27.6%膚の4 ， 200億円 1989年9月、 当社は米国マテリアノレズ ・リサー

チ社を買収いたしました。同社は、金属の薄膜をICやCCD、民生用AV機器向けのノfイポーラIC

などを中心に展開しており、当年度も引き続き生産

が拡大しました。 SRAMに関しては、 1990年1月よ

りアクセス時間35ナノ秒の高速1メガヒマットSRAM

の出荷を開始しており、今後の市場の成長が期

待されています。また当社はカメラ一体型ビデオ市

場の拡大を支えるキーデバイスとしてCCDの生産

を増強しておりますが、 1990年2月にはHDTVカ

メラ用200万画素CCDの開発に成功したことを発

表しました。

当社は1990年2月、米国アドバンストマイク ロ

デバイス社(AMD社)と、最先端の半導体に関す

る同社への技術移転、同社の半導体製造施設

の取得、次世代半導体製造技術の共同開発など

を骨子とする広範な提携関係の強化について合

意しました。これらの技術移転の場として、当社は

AMD社のテキサス州にあるサンアントニオ工場を

譲り受け、 0.8ミクロン対応 (1メガヒ守ツ卜SRAM相

当)のウエハーラインを設置、 199 1年末に製造を

開始する予定です。

ト :十 |
恒三.ノー|

その他製晶売上高 (単位・十億円)

'90 

'89 

'88 

'87* 

'86 

合 /987年3月3/臼に終了した5力尽麹

102 

225 

となD、芳上高の 14.6%とな
形成させるスパッタリング装置、エッチング守装置お

Dました。当年度/j，電子部 よび高純度合金などのトッフ。メーカーて守あり、その

局、コンとどzータ一関連機器、 技術は今後当社のIC、光ディスク、各種磁気デ
パイスの製造に幅広く応用されるものと期待してお

電話機なと万好調な兎上を
ります。

記録いたしました。

“パームトップ'は、ファジー理論を

応用することにより、 3.500種類以上

におよぶ漢字・アルファベット・記号

などの手書き文字による入力を可能

にしたコンパクトサイズのパーソナ

ルコンピューターです。スケジ‘ュー

ル管理、人物データ管理、簡易ワー

プ口などの個人情報管理機能を備

えています。

当社は、“NEWS"のラインアップに

新たにラップトップタイプを加えます。

この新機種は、ラップトップサイズを

実現しながら、テ、スクトップタイプに

匹敵する性能と豊富なインターフ工

ースを備えています。

420 

329 

271 

15 



-部晶
当社はアジ、ア地域で、のオーディオ・ビデオ機器

の生産拡大に対応するため、シンガポーノレにおい

てCDプレーヤーの光学ピックアップ用非球面プ

ラスチックレンズとVTR用シリンダーの生産を開

始しました。これらの生産活動により、光学デバイ

スおよび、磁気デノfイスの先端技術をシンガポー

ノレに移転するとともに、アジアおよび欧州地域にお

けるソニーの各生産拠点への部品供給体制の増

強を図りました。

板の生産工場をフランスに建設することを発表い

たし;ました。同工場は、 1991年夏に稼働を開始す

る予定です。

-コンビューター
当社の32ピットスーノfーワークステーション

“NEWS"は、コンパクトなサイズで高性能を実現

し、ソフトウェア開発やデスクトップノfブリッシング、

など幅広い分野で高い評価を得てきました。 1989

年10月には、処理速度の飛躍的な向上で注目さ

また、当社は欧州、|における現地化とAV機器の れているRISCプロセッサーをCPUに採用した高

一貫生産体制の推進をめざし、 CDプレーヤー用 子供向けオーディオシリーズ“マイ・ 級機種を発売し、好評を博しました。また、 1990年

光学ピックアップ。および、AV機器用各種プリント基 ファースト・ソニー"に、映像シリーズ 夏にはラッフ。トッフ。サイズの新機種を発売する予

カ噺登場しました。付属のベンを使 定です。

ってテレビ画面にカラフルな絵を描く

ことができます。また、できあがった

絵をビデオに録画して保存すること

も可能です。

dヂ
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-情報関連機器

3.5インチマイクロフロッピーデ、イスクシステムの

売上は、米国のコンピューターメーカ一向けを中

心に当年度も引き続き順調に増加しました。 当社は

3 . 5インチマイクロフロッピーディスクドライブの需

要増加に対応して、日本および、米国で生産を行っ

ておりますが、 1990年5月からはマレーシアて、も生

産を開始し、コンピューターメーカーのアジ、ア地域

における生産拡大に対応した供給体制を築きまし

た。 重量550グラムのコンパクトな本体

1989年12月、当社は書換可能なピデオデ、イス lこ8anCD-ROM専用ドライブと液

クシステムの開発を発表いたしました。このシステム 畠ディスプレイを搭蔵した電子ブック

は直径30cmのピデ、オディスクを用い、動画60分の ブIr-ヤー“データディスクマン"によ

って、電子ブック(8cmCD-ROM)

に記録された辞書数冊分(200メガパ

イト)の情報を縦横無尽に検察するこ

砂できます。
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記録・再生を可能にしたもので、 1-2年後の商品

イヒをめざしています。

-電話機・通信機器

電話機の分野は、留守番電話やコードレステ

レホン、車載用などを中心に売上が順調に拡大し

ました。また、米国において、衛星を利用しトラック・

船舶等の移動体の現在位置の測定や双方向通

信などを可能とする移動体通信が、新しい通信手

段として注目されつつあります。当社は今後高い成

長が見込める分野として、移動体用の端末機器を

中心に積極的なピジオ、ス展開を図ってまし、ります。

-旅客機用AVシステム

当社は1989年6月、米国サンドストランド社より、

旅客機用AVシステムの供給で世界最大を誇るト

ランスコム・システムズ部門を買収し、たし;ました。今

後とも、同部門を中心に、旅客機用AVシステム事

業の拡大に積極的に取り組んで、品、ります。



-シービーエス・レコード社

シーピーエス ・ レコー ド社の業績は、史上最高

となりま した。 これは、主にニュー・キッズ ・ オン ・ザ・

フゃロックの3枚のアノレパムが世界中で約1 ， 500万

枚の売上を記録するとともに、グノレープと して初の

ビデオ作品2本が、それぞれ米国内で販売された

音楽ビデオとしては初めてのミリオンセ ラーとなった

ことによるものであります。

スー ノfースター と新人アー テイス トの強力な布

陣も、同社の好業績に大きく貢献いたしま した。 ピ

リー・ ジ、ヨエノレ、 グロリ ア ・エステファン、 マイケノレ ・

ボノレ トン、 ザ・ローリング ・ ス トーンズなどのスーパ

ースターのアノレノずムが大ヒッ トを記録するとともに、

レコード売上高 (単位:十億円)

当年度のレコード部門売上高 米国市場においては、ウォレン ト、インディ ゴ・ガ

f;t、前年度結 33.8% 岩の ノレズ、マノレティカ、ベイビーフェイスなどの新しし 、ス

4 ， 550億円となD、第上高の ターが誕生いた しま した。 また、ダンスミュージ、ツク

15.8%となDました。当年度 のカオマのアノレノ江、も、熱狂的なランパダ ・ダンス

により、欧州、陀は じめとする世界各地で大ヒッ トとな
は、米眉のシーピーエス・レコ

り ました。 さらに、シーピーエス ・ レコー ド ・インター
ード在、日本の働シーピー工

ナショナノレのラテンアメ リ カにおける子会社数社の
ス・ソニーグループともに数

売上も、厳しい市場環境にもかかわらず好調に推
多くのヒットアルパムに支え

移いた しま した。
られ、きわめて大腐な売上場 通信販売部門であるコロンヒ守ア ・ ハ ウスの各“ク

を記録しました。また、 CO~ ラブ"も史上最高の売上を達成いたしました。 コン

フトの生産も圏内外とも順調 ノfク トディスク ・ クラブ、は、 ミュージ、ツククラフ、、加入

に結大いたしました。

シーピー工ス・レコード社

ウォ)Iß一・イエトニコフ社長

'90 

'89 
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者総数の約60%に相当する会員数を擁していま シーピーエス・ミュージ、ツク・ビデオ・エンターフ。

す。また、事実上すべての大手映画スタジオと配 ライズはミュージックビデオ市場において過去最

給契約を締結しているヒ守デ、オ・クラブは、米国市場 写真は、シーピー工スレコードグルー 高の売上の伸びを記録し、米国市場におけるリー
てや トッフ。の座を維持いたしました。なお、当年度に ブのベストセラ-CDおよびビデオソ ダーとしての地位を確固たるものとしました。アーテ

おいて、シーピーエス・レコードネ土とタイムワーナー フトです。(左カも、久保田利伸、リピ イスト別て、は、ニーノレ・タ河アモンド、ピンク・フロイ

社の2社は、政府機関の認可を条件として、ミュー ング・カラー、ニューキツズ・オン・ザ・ ド、マイケノレ・ジャクソン、ケイト・フやツシュがヒットチ

ジックビデオとホームビデオを世界各地で直接販 フロック、日Jー・ジ‘ヨ工ル、ベイピー ヤートの上位に入りました。

売するための合弁企業の設立に合意いたしました。 フェイス、ザ・ローリング・ストーンズ、

カル口ス・クライパ一指揮のウィーン・

フィルハーモニー・オーケストラ)



また、西独のソニー・クラシカノレ社は、 1989年

7月に急逝した現代クラシック音楽界の巨匠へノレ

ベノレト・フォン・カラヤン氏が所蔵していた45の映

像作品をビデオ化し、恒久的に世界中で販売す

る権利を獲得いたしました。 1990年9月より、日本に

おいて(械シーピーエス・ソニーグループが、レー

ザーデ、イスクとして順次発売する予定です。

-掛シービー工ス・ソニーグループ

(鮒シーピーエス・ソニーグループは、邦楽、洋

楽ともにポピュラー音楽を中心にヒットが相次ぎ、

順調に売上を拡大いたしました。 とくに邦楽部門てや

は、プリンセス・プリンセスや久保田利伸のアノレノマ

ムカまともに100万枚を超える大ヒットを記録し、たしまし

ク、口リア・工ステファンが工ピック・レ た。 ピデオソフト部門も、ライブコンサートを4又録し

ーベルで、出したアルバム「カット・ボー た音楽ビデオやアニメーションの作品など、がヒット
ス・ウェイス‘」はプラチナ・アルバムの

し、売上が大幅に伸長しました。 また、 1990年初
栄誉に輝きましたが、彼女は不幸に

めより、 日本においてレーザーディスクソフトの生
も、 1990年3月にハイウエーで‘の交通

産を開始しました。
事故により負傷するというアクシデン

トに見舞われました。 l対1の回復は予

想外に早く、周年末にはレコーデイン ・CDソフト
グなどの音楽活動を再開したグ口リ CDに対する世界的な需要拡大に対応し、ソニ

ア・エステファンの元気な姿を見るこ ーグループは日本・米国・オーストリアの3ヵ国に

とができるでしょう。

掛シーピー工ス・ソニーグループの女

性 5 人組のロックバンドプリンセス・

プリンセスは、アルバムrLOV

ERSJ、シンクルrOIAMONDSJ

がともに100万枚を超えるヒットを記

録するなど、当年度大きな飛躍を遂げ

ました。
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あるCD生産拠点の能力増強を図ってまいりました。

現在、その生産能力は合計で年産3億枚を超えて

おり、その規模は世界最大と思われます。今後とも

CDを中心にレコードピジオ、スの事業拡大に努め

てまし、る所存です。
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-新経営陣 当年度の映画部門高上高{~、 450本の米国映画が公開されましたが、その中の

ピーター・グーパーおよび、ジ、ヨン・ピーターズは、 930億円となD、売上高の3.2 上位25の作品 (450本の約5%) が、米国内の劇

取締役会会長として、コロンビア・ピクチャーズ・エ %となDました。当在 {~79B9 場興行収入の50%近くを占める結果となりました。

ンターテインメント社の新しい経営陣を率いていま 年77月 l日および7日にコロン このようなダイナミツクな市場環境において、コロ

す。彼らは、これまで映画、テレビ、音楽の各分 ンピア・ピクチャーズ・エンターテインメン卜社の新
ピア・ピクチャーズ・エンター

野で輝かしい実績をあげており、この数年間だけ 経営陣は、劇場興行収入の一層の拡大をめざし
テインメント在およびグーパ

でも、映画「パットマン」、「レインマン」、「デ、ッドフ てより強固な基盤作りに遁進しています。そのため、
一・ピーターズ・エンターテイ

ンメント社をそれぞれ買収い

たしました。当年度のソニー

の連結業績には、これら2社の

一流のスターや監督等との長期にわたる良好な

関係の維持、優れた脚本やアイデ、ィアの積極的な

獲得・開発によるヒット作品の製作に努めています。

同社は、 1989年の下半期に4本の大ヒット作品を

ォーノレ」などの製作者として名を連ねてきました。コ

ロンピア・ファミリーの再編成と再構築に着手した

グーパーとピーターズは、各映画スタジオ(コロン

ピア・ピクチャーズとトライスター・ピクチャーズ)の

会長や新しい映画・テレビ番組製作部門の責任 買収日以降の経営成績がき 公開しました。 トライスター・ピクチャーズの「ベイピ

者の任命を行うなE、新体制の基礎固めを行うとと まれておοます。

もに、新しいリーダーシツフ。を確立し組織面てやの

j舌性化を図っています。

-映画・テレビ番組製作部門

米国全体の劇場興行収入は、 1989年に初めて

50億ドノレを突破し、 1990年1-3月においても新記

録を更新中です。この好成績は、主として、トッフ。

クラスのスターや一流の監督などを起用した作品

が大ヒットしたことによるものです。 1989年には約

コロンビア・ピクチャーズ・エンター

テインメント社

ピーター・グーパ一会長(右)

ジ‘ョン・ピータース、会長

コロンビア・ピクチャーズが1990年後

半に公開を予定している期待作に、

ベストセラー小説「ポストカード・フ

口ム・ザ・工ツジ‘」の映画化かありま

す。「ワーキング・ガール」のマイク・

ニコルズが監督し、メリル・ストリー

プ、シャーリー・マクレーン、デニス・

ク工イドなどのスターが出演した、滑

稽さの中にもピリリとした昧わいの

あるコメディーです。
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一・トーク」と「マグノリアの花たち」、コロンピア・ピ

クチャーズの「ゴーストパスターズ2Jと「恋人たち

の予感」は、米国市場て、、平均1イ意ドノレ以上の興行

成績を達成しました。

上記の作品のうち、「ベイピー・トークJ'こついて

は、同じ出演者、監督、プロデューサーによって製

作される続編が1991年に公開される予定であり、

また、 コロンビア・ピクチャーズ・テレヒマジ、ヨンの幸庁

シリーズとして、 1990年秋から米国エービーシ一

社によって放映される予定となっています。

ぷ、、

A必&
必蕊Y
べ議Y



1989年にトライスター・ピクチャーズの「見ざる

聞かざる目撃者」、コロンビア・ピクチャーズの「ゴ

ーストパスターズヨ」などが世界中の劇場で大ヒッ

トし、コロンビア・ピクチャーズ・エンターテインメン

ト社は、過去最高の劇場興行収入を言己録いたしま

した。 また、 トライスター・ピクチャーズの「べ、イビ

ー・トーク」は、 1990年初めに外国で公開され大ヒ

ア・ピクチャーズ・エンターテインメントネ土は、オライ

オン・ピクチャーズ社の作品を世界各地に配給す

ることになります。

コロンビア・ピクチャーズ・テレヒずジョンは、当年

度においても米国3大オ、ットワークとフォックス向け

のヒットシリーズ1こより、制作・配給面での強昧を

発t軍しました。 コロンビア・ピクチャーズ・テレヒ守ジ、ヨ

ッ 卜となりました。 コロンビア・ピクチャーズ・エンター ンは現在、オ、ットワークのゴーノレデンアワーにおけ

新経営陣は、拡大を続ける世界市場の重要性 テインメントネ土は、工イミーヘッカリ るシリーズ番組の制作・配給において、業界で有

に鑑み、オライオン・ピクチャーズ社との聞で作品 ング監督による「ベイビートー 力な地位を占めています。 また、オ、ットワークでの放

の国際的な配給についての契約を締結し、 1990 ク」、八一パート・口スの「マグノリア 映後、米国内の地方局によって再放映される番組

年後半より活動を開始します。今後5年間における の花たち」、エドワード・ズウイツクの の中てや最も人気のある30分物のコメデ〉イーにおい

映画作品をカノずーするこの契約によって、コロンピ 「ク、口ーリー」、口ブ・ライナーの「恋 ても、伝統的な強味を発揮しています。

人たちの予感」なと、の大ヒット映画

を送り出し、映画界をリードし続けて

います。
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マーブ・グリフィン・エンタープライズが制作し

たゲーム番組「ホイーノレ・オブ・フォーチュン」と マーブ・グリフィン・エンターフライ

「ジ、エノ fディー !Jは、世界各地で好評を博し放送 ズは、オリジナリティーあふれるテレ

5年目に入っており、地方局向けの番組市場をリー ビ、番組の企画・制作によって成功を

ドしています。 収めています。同社が企画・制作した

-劇場部門

コロンビア・ピクチャーズ・エンターテインメント

社の劇場経営を担当するロウズ・シアター・マオ、ジ、

メント社は、米国の東部において順調にピジ丸、スを

拡大しました。 同社は、映画愛好者が多く今後の

発展が期待できる地域に重点的に劇場建設を行

うという経営戦略にそって、 8ヵ所てや新たに73の映

画館を建設中であり、北米地域での有力劇場チ

ェーンとしての地位を築いています。

『ホイール・オブ・フォーチュン」は、 5

年聞にわたり世界でもっとも人気の

高い番組となっています。さらに、同

社の制作した「ジェバディーIJも、常

iこE位にランクされています。全米だ

けでも毎週4.即日万人を超える人々

が、これらのゲーム番組を楽しんで

います。
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取締役名誉会長

井深 大

長社一回
国役

明

締

正

取表
団

代

盛

取締彼および監査役
(1990年 3 月 31 日現在)

代表取締役会長

盛田昭夫

代表取締役副社長

森園正彦

取締役副社長

鹿井信雄

代表取締役社長

大賀典雄

取締役副社長

岩城 賢

専務取締役 常務取締役 取締役 常勤監査役

石塚恒彦 白倉一幸 柏木雄介 坂井利夫

橋本綱夫 河野文男 神谷健一 沖栄治郎

足立好司 愛甲次郎 宮岡千里

山川清士 郡山史郎
監査役

小寺淳一 加藤善朗
盛岡和昭

金田嘉行 黒木靖夫

永野 日月 桃井好一

田宮謙次 森尾 稔

高橋昌宏 土井利忠

大曽根幸三 松田亮一

大西昭敵

出井伸之

ジ、エイコフ\ジ、ェイ ・ シュムックリ

青木昭明

マイケノレ・ピー ・ シュノレホフ
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財務報告

園経営成績

売上状況

当年度の連結売上高は、 エレクトロニクス分野においては、全

製品部門・全地域にわたって売上が伸長し、 エンターテインメン

ト分野では、レコードピジオ、スの売上が順調な拡大をみせ、ま

た、コロンビア・ピクチャーズ・エンターテインメントネ土およびグー

ノ fー ・ピーターズ ・エンターテインメント社買収によ り、映画ピジ

オ、スも新たに加わり、 2 兆8 .799億円 (18 .343百万米ドノレ)と前

年度に比べて34 . 2%の大幅な増加を記録しました。

エレクトロニクス分野のうち、ビデオ機器部門は、 8 ミ リ ビデオ、

VHS方式VTRを中心に家庭用ビデオがきわめて好調に推移し

たのに加え、放送局用・業務用ビデオ機器も堅調に売上を伸ば

した結果、全地域て、、売上が大幅に伸長し、前年度比29 .7%増と

なりました。音響機器部門は、特にCDフ。レーヤーの売上が、海

外を中心にきわめて大幅な増加を記録し、全体では28.8%増とな

りました。 テレヒマ部門については、カラーテレビの売上が、大型機

種を中心に日 本、海外とも伸長したほか、コンピューター用ディス

プレイも米国をはじめ全地域で売上が大幅に拡大した結果、.

30.6%の増加を記録しました。その他部門についても、半導体の

売上が伸び引当んだものの、マイクロフロッピーディスクシステムや

ワークステーションなどの情報関連機器や部品の売上が海外を

中心に順調に拡大したため、 全体としては27 .6%増となりました。

製畠IJ!J売上高 (単位 ・ 十億円)
「 ビデオ俊器 「 音量蹴皇室

'90 g::噌=ミユーー~三二
25.8% 25.1% 

エンターテインメント分野では、レコードピジオ、スが、数多くの

ヒットアノレパムに支えられ、全地域で順調に売上を仲長させ、 33.8

%増となりました。 また、 1989年11月に買収したコロンビア・ピクチ

ヤーズ・エンターテインメント社およびグーパー・ピーターズ・エ

ンターテインメン卜社についても、買収日以降の売上高925億円

(589百万米ドノレ)が連結売上高に新たに加わってし、ます。

この結果、地域別でも、円本18.9%、米国46.3%、欧州、143.7

%、海外その他地域32.5%と、 全地域にわたり売上が大幅に増加

しました。 日本、海外の売上構成比は、日本30.2%、海外69.8%

となり、前年度に比べ海外売上の比率は3.9ポイント上昇しました。

なお、当年度は、円の対米ドノレ平均レートが142円と、前年度

の127円に比べて11%の円安になるなど、海外通貨に対して円相

場が下落したことも、海外売上の増加要因のひとつとなりました。

売上原価および販売費・一般管理費

当年度の売上原価は、売上高の何i び34.2%に対し、 3 l. 4%の

増加にとどまり、売上原佃i率は67 . 3%と、前年度の68 . 8%に比べ

l. 5ポイント改善しました。 これは、主としてエレクトロニクス分野を

中心とする製造原価削減の効果や売上'高の増加に伴う固定費

の比率の低下によるものです。

「 テL--三

ー
15.5% 14.6% 

'89 一一 2,145 
26.7% 26.2% 

'88 
29.0% 30.8% 

'87* 
30.9%31.2%21-2%AEL61609 7% 

'86 

地域別売上高 (単位 ・十億円)

'90 

'89 

'88 

'86 

会 /987年3月3/81，こ終了した5ヵ月題

15.9% 15.3% 15.9% 

20.3% 17.4% 

ー ー 1 ，452
22.8% 15.5% 
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15.2% 
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原価項目の中て\研究開発費は、 1 ， 652億円 (1 ， 052百万米

ドノレ)と、前年度のl. 421億円に比べ16 .3%増加しましたが、売

上高の大幅な増加により、対売上高比率は5 . 7%と、前年度の

6.6%に比べ低下しました。

また、 販売費 ・ 一般管理費についても、 25 . 9%の増加にとどま

り、対売上高比率は24.7%と、前年度の26.4%に比ぺl. 7ポイン

ト改善しました。

営業利益

営業利益は、売上高の大幅な増加と、原価および販売費・一

般管理費の対売上高比率の低下を反映して、前年度比83.9%

増の2 ， 952億円 (1 ， 880百万米ドノレ)となりました。この結果、売

上高営業利益率は、 10.3%と、前年度の7.5%に比べ2 . 8ポイン

ト上昇しました。 エレクトロニクス分野に加え、レコードピジオ、スもこ

の利益増に大きく貢献しました。

その他収益

その他収益は、主として運用資金の増加と金利の上昇による受

取利息の増加により、前年度に比べ52 . 5%増の916億円 (583百

万米ドノレ) となりました。

と短期金利の上昇などによる支払利息の増加、および為替差損に

よるものです。支払利息は709億円 (451百万米ドノレ)と前年度に

比べ117.8%増加しました。また、為替差損益は、 主として実勢平

均レートにより換算される外貨建売上高と、外貨建売上に関わる

先物為替予約による決済レートとの差額により発生しますが、 当年

度は円相場が米ドノレなどの外貨に対して下落したため、 397億円

(253百万米ドノレ)の差損を計上しま した。

連結会社利益

当年度の連結税引前利益は、 2 . 274億円(1， 449百万米ドノレ)

と、前年度に比べ~， 37.4%の大幅な増加となりました。法人税等

は、前年度比33 . 4%増の1 ， 270億円 (809百万米ドノレ)となり、

当年度の実効税率は前年度の57.5%に対し、 55.8% とl. 7ポイン

ト低下しました。 この結果、連結会社利益は1 ， 005億円 (640百万

米ドノレ)と前年度に比べ42 . 8%増加しました。

純利益

連結会社利益に持分法適用会社からの利益を加えた、当年

度の連結純利益は、 1.028億円 (655百万米ドノレ)と、前年度に

比べ4l. 9%の増益となりました。売上高純利益率は、前年度の

3.4%に対し当年度は3.6% と0 . 2ポイント上昇しました。また、 1 株

その他費用 当り当期純利益は、前年度の24l. 7円からヨ06.9円(l. 95米ド

その他費用は、前年度に比べ189.7%増の1 ， 593億円 (1 ， 015 ノレ)に、転換社債および新株引受権がすべて転換または行使さ

百万米ドノレ)となりました。この増加は、 主としてコロンビア・ピク れたと仮定した場合の 1 株当り当期純利益は、前年度の240.8

チャーズ・エンターテインメント社買収に伴う短期借入金の増加 円から306.8円(1.95米ドノレ)にそれぞれ増加しました。

営業利益 (単位十億円)

'90 

'89 

'88 61 

'87圃掴 19

'86 園田園_ 42

研究開発費および対売上高出率 (単位:十億円)
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圃財政状態および流動性

資産および負積・資本の状況

当年度末の総資産は、 4 兆3 ， 701億円 (27 ， 835百万米ドノレ)

と、前年度末に比べ 2 兆53億円(12 ， 773百万.米ドノレ)、 84.8%

の大幅な増加となりました。、 この資産増加は、主としてソニークツレ

ープ全体の事業の拡大に加えて、当年度に行われたコロンビア・

ピクチャーズ・エンターテインメント社買収によるものです。買収に

伴い、営業権を中心にその他の資産も6 ， 905億円 (4 ， 398百万米

ドノレ)増加しました。

自己資本は、 1 兆4.301億円 (9 ， 109百万米ドノレ)となり、前

年度末に比べ56.8%と大幅に増加しました。これは、主として新株

式の発行、転換社債の転換および新株引受権の行使による資本

金および資本準備金の増加、ならびに純利益の増加によるもので、

す。自己資本比率については、買収などに伴し、長短借入債務

が、 1 兆215億円 (6 ， 506百万米ドノレ)増加したことなどを反映し

て、 32.7% と、 。前年度の38.6%に比べ5.9ポイント低下しました。

また、期末発行済株式数にもとづく当年度末の l 株当り純資産

は、 4 ， 308.33円 (27.44米ドノレ) となりました。

キャッシュ・フロー

当年度の投資活動は、支出面てやはコロンヒ守ア・ピクチャーズ・

エンターテインメント社などの買収資金として5 ， 507億円 (3 ， 508百

万米ドノレ)が支出されました。

総資産および資本勘定(単位.十億円)

これに、有形固定資産の取得や、調達資金の一時的な運用と

しての定期預金および短期運用の有価証券の取得、投資および

貸付などの支出を含めた支出総額は、 1 兆2 ， 310億円 (7 ， 841百

万米わけとなりました。一方収入面は、投融資資金の回収、短

期運用有価証券の売却および有形固定資産の売却などにより、

1 ， 794億円 (1 ， 143百万米わけとなりました。この結果、投資活

動に使用した現金・預金(純額)は、 1 兆516億円 (6 ， 698百

万米ドノレ) となりました。

当年度の営業活動からのキャッシュ・フローのうち、減価償却

費は、 1 ， 648億円(1， 049百万米ドノレ)と、 積極的な設備投資活

動を反映して、前年度比31.0%の増加となりました。なお、シーピ

ーエスレコードクツレープおよびコロンビア・ピクチャーズ・エンタ

ーテインメント社を買収したことにより生じた営業権および無形固

定資産に対する償却額もこの中に含まれています。当年度の当期

純利益に減価償却費などの現金収支を伴わない項目や、売上債

権および棚卸資産などの営業取ヲ|に伴う項目を加減した営業活

動から得た現金・預金(純額)は、 2 ， 159億円(1， 375百万米

ドノレ) となりました。

一方財務活動面てやは、当年度において、新株式の発行、新

株引受権付社債および転換社債の発行ならびに銀行借入れを

中心に、総額 1 兆287億円 (6 ， 552百万米ドノレ)の調達が行わ

れました。 1989年 7 月、日本において額面普通株式3 ， 000万株を

公募により発行しました。手取金2 ， 218億円(1， 4l3百万米ドノレ)
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資本勘定
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は、主として設備投資資金に充当されました。 また、 1990年 2 月

には、 日本にfおいて、発行総額1.000億円 (637百万米ドノレ)の

無担保新株引受権付社債および発行総額3 ， 000億円(1， 911百

万米ドノレ)の無担保転換社債を発行しました。 手取金3 ， 905億円

(2 ， 487百万米ドノレ)は、コロンビア・ピクチャーズ・エンターテ

インメント社および、グーノfー・ピーターズ・エンターテインメン同士

の買収資金に充当されました。なお、公募新株式、新株引受権

付社債および転換社債とも、米国内もしくはカナダ国内における募

集、ならびに米国人もしくはカナダ人に対する募集は行っておりま

せん。

この他、買収資金などに充当された短期借入金の増加や、 支

出項目を加減した財務活動から得た現金・預金(純額)は、

9 ， 861億円 (6 ， 281百万米ドノレ) となりました。

以上の活動の結果、為替相場変動の影響も含めた現金・預

金および現金等価物の純増額は、 1 ， 538億円 (979百万米ドノレ)

となり、期末残高は、 4.517億円 (2.877百万米ドノけ となりました。

設備投資額

当年度の設備投資額は、 3 ， 238億円 (2 ， 062百万米ドノレ)と、

前年度の2 ， 156億円に比ぺ50.2%増加しました。 この増加は、需

要の拡大に対応するために、半導体をはじめ、カラーブラウン管

などの映像デバイス、磁気製品および、オーディオ・ピデオ機器の

生産設備を増強したことによるものです。

-舎後の見通し

今後につきましては、各国の景気動向の不透明感やエレクトロ

ニクス業界における競争の激化なE、 予断を許さない状況が予想、

されます。このような事業環境下、 当社は、引き続き魅力的な新

製品の開発や海外事業の拡充、 生産性向上・原価削減の推進

などを図ってまし、ります。 1991年 3 月期におきましでも、増収はもち

ろん、エレクトロニクス分野およびレコード部門からの利益により、

コロンビア・ピクチャーズ ・エンターテインメントネ土寅 JI又に伴って生

じた借入金の金利および償却費の負担を吸収して、増益を達成

できるものと見込んで、おります。

設備投資につきましては、引き続き高水準を計画しており、投資

額は当年度の3 ， 238億円 (2 ， 062百万米ドノレ)を上回るものと忠

われます。当社は、海外製造拠点の強化・拡充を推進してお

り、 当年度の設備投資額のうち約30%が海外に向けられました

が、 1991年 3 月期にはこの比率がさらに高まるものと予想しており

ます。

また、研究開発につきましでも、 当社は、エレク トロニクス分野の

長期的成長にとって、研究開発活動がきわめて重要であると信じ

ており、今後も積極的な投資を行っていく予定です。

営業活動力、ら得た現金・預金{純額) (単位 十億円)
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設積投資額 (単位十億円)
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一五J島し三J:τl可白「

売上原仙i

!坂売費および一般管理費

営業利益・

受取(支払)利息一純額

外貨換算差益 (差損)一品占領

税引前利益

法人税等 . ‘ . 

当 Jtt1純利益 、

1株当 り 当期純利益 .

本来のI株当 り 当期純利益

希:等化したl株当 り 当期純利益

i)i&:fi回{賞却費

設備投資傾

(有形固定資産増加傾)

研究開発費

東京証券取引所における

普通株式1株当 り株価i:

高{直

安値

ニューヨーク証券取号 |所における

lADR当 り株価i :

高イ直

安値

-E盤圏圃E
四半期財務報告および株式情報

(未監査)

3月 31 日に車冬了 した 111 ・ 1111

lji. f~: :寸-f:色、 ILJ
(1株 、 [ '， ');&.waを除o

í:íH17LJ とドJUJ 第 2 I7L1 半 期j í:í~3四半期

1989'1'- 1990!ド 1989'F 1990勾三 198951三 1990壬ド

￥ 463.6 ￥571.8 ￥ 528.7 ￥656.7 ￥ 61 3. 8 ￥870.6 

319.7 378.8 364.4 453.5 424.1 587.4 

122.8 147.0 132.8 165.9 147.7 192.4 

30.6 60.0 42.9 54.2 55.1 106.0 

(4.1 ) (2.4) (2.4) (1.2) ( 1.9) (10.4) 

3.9 (4.7) (7.0) (16.5) 5.8 (6.8) 

35.9 53.2 32.1 35.6 63.0 92.9 

20.3 30.2 19.5 10.0 34.7 52.2 

16.1 23.2 13.1 25.9 28.9 41.9 

￥ 57.2 ￥ 74.6 ￥ 43.7 ￥ 76.6 ￥ 94.4 ￥ 12 1.7 

55.2 74.6 42.7 76.6 93.3 121.7 

￥ 25.8 ￥ 32. 1 ￥ 27.6 ￥ 36'.9 ￥ 3 3. 6 ￥ 46.1 

44.9 61.1 53.3 80.4 45.2 87.0 

33.0 35.7 35.6 38.2 34.9 45.3 

￥ 5.700 ￥8，020 ￥ 7.260 ￥9，070 ￥ 7 ，290 ￥ 9，500 

5.010 6,550 5,090 7,550 5,660 8,080 

, 

. $45 1/4 $ 557/8 $541/4 $621/2 $581/2 $ 653/4 

381/4 493/4 373/4 533/4 451/8 561/4 

í:í~4179 ヰー JVJ

1989-'1二 1990年

￥ 539 .3 ￥780.8 

367.1 518.3 

162.4 206.7 

31.8 74.9 

( 1.5) (12.7) 

2.2 (11.6) 

34.5 45.8 

20.7 34.5 

14.4 11.9 

￥ 46.9 ￥ 33.8 

46.6 33.8 

￥ 38.8 ￥ 49.7 

72.3 95.3 

38.6 46.0 

￥ 7 ， 570 ￥8，810 

6,610 6,880 

$597/8 $ 607/8 

501/4 48 

11:記 : 1 米 ドノレ金容riL:J:. 、倒立上、 1990ゴ1'-3 月 30 日引在の東京外国為替市場での円相場1米ドノレ = 15711.Jて換算しております (辿結財務諸表注記 2 参!!(~ ) 。

単位: ïé l-)j米 ドノレ
(1株当り令官Hを除o

í:í~4 "LP I生 ~U J

1990勾三

$4,973.0 
3,301.3 

1 1,316.7 
477.4 

(80.8) 

(73.8) 

291.7 

219.9 

75.7 

s 0.22 
0.22 

$ 316.4 

607.1 

293.1 

2. 本来の I株当 り 当 ~Vj純利益主は、 新株引受権および一首1Iの転換社債を合む普通株式相当証券の希薄化のJ;~~響を考ほしたうえで、普通株式の手今年度の平均先行済株

J:\:数にもとづ言 ili'X'，fされております。希薄化した1株当 り さí J tJ-J純利益は、さらにその他のすべての転換社債が普通株式に転換されたものと仮定して計却されております。

3 当社は、 1 989íf'- 11 月 1 1Jおよび同年11 月 7R にコロンピア ・ ピクチャー ズ・エンターテインメン卜社およびグーパー ・ ピーターズ・ エンターテインメン ト社をそれぞれ日 JI )1_ ~、

たしま した。 したがって、当社の辿結財務成紋には、それぞれの買収円以降の業縦が含まれております。
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会計年度 可

ソ主主し主Jし- τI百主~

海外

H 本
メに、1、三11き ト1 ・

営業利益・

税引前利益

法人税等・ " 

当期純利益

1株当 り 当期純利益: . 

本来の1株当 1) 当期純利益

希薄化したl株当 り 当期純利議

減fillii立;1;/1費

設íiUit史資制(有)杉岡定資産増加|額)

研究開発費

会計年度末

]f l床逆転資本

資本勘定 ・

l株当 IJk:itl資産

総資産

期中平均発行済株式数

(単位 : 千株)

jt月末発行済株式数

(単位千株) , 

-E璽盟圃
5年間の要約財務データ

JIl.位: I'f }j円
(1 株 ~'II) イ社側を除o

10J. J 3 11 :1 に終了した 1 1FI~\J 3 JJ 3lf l に手キ f した l 王F I1\J

1985if 1986"1三 1987年ホ 1988J下 1989if 
(修正 Il~ ;f{，j~ ) (修 il : .I ' ~K I)、) (修 IEî呼ぶ'j;)

￥ 1.054.274 ￥ 1 ，001 ，7 51 ￥ 397.494 ￥1.017 .277 ￥ 1 ，4 14，032 

366,511 450,339 211 ,931 537,942 731 ,297 
1,42'0,785 1,452,090 609.425 1,555 ,219 2, 145,329 

133,684 42, 144 19,477 60,664 160,499 
141.911 84.128 25 ,626 71 ,836 165,516 
78.023 48,802 16, 105 41 ,465 95, 176 

73,021 41.244 13.254 37,236 72.469 

316.0 178.4 57.3 151.0 241.7 

292.5 166.6 54.2 145.7 240.8 

72,025 86,029 37.261 92,511 125,790 
. ，・ 130,416 105,207 58, 150 134ヲ049 215,613 

110.636 122,383 51.182 128.707 142,077 

￥ 318 ，610 ￥ 359 ，405 ￥ 347,935 ￥ 140.353 ￥ 348 ヲ476

599, 163 600,059 603.816 646,076 911 ,816 
2,592.12 2,595.13 2,611.25 2,705.86 3,226.49 

1,447,26) 1,532,91 9 1,477,565 1,945;447 2 ， 364ヲ 775

231 ,043 231 ,223 231 ,236 249,600 303 ,941 

231 , 148 23 1,225 231 ,236 238 ,769 282,603 

1990ぜド

￥2，010，378 

869,478 
2,879,856 

295, 191 
227,429 
126,976 
102,808 

306.9 

306.8 

164,751 
323,750 
165,227 

￥ 205，642 

1,430,058 
4,308.33 

4,370,085 

337,682 

331,929 

.1i1.伏:千米ドノレ
(1 十* ~'I り 金吉fiを除()

3月 3111 に終了した!ip /i tl

1990王子

$ 12,804,955 
5,538,077 

18,343,032 

1,880,197 
1,448,592 
, 808,764 

654,828 

1.95 

1.95 

1,049,369 
2,062,102 
1,052,.401 

$ 1,309,822 
9,108,650 

27.44 

27,834,936 

LL,\c: 1 米ド/レイ校在(!は、 fæîcl '. 、 1 990イI'-3 )J 30 11 引イ1:. の点以外向為作 "'j .lJ，'j て、の川相場 l 米ドノレ = 1 57 1' Jてい換~}:しております (j主結l!-1務消ぷiJ:.;\C 2 参!!の 。

2 本;kの 1株当 1) ~'， .JU J純利誌は、新株i; 1 受椎および-1~l íの I転換ネI:Wを合む ~Hf j必株式fll 九日iE1J-の(Ìi i\lf.化の;;;三科を考慮 したうえてい、，H;:j凶株式の作 fF)主の 、 lぇ 1::;J 1 t1 i' ì汗株

式数にもとづ‘き rn.5}ーされております。希 iW化したl株当 1) ， "J)V J純平'J説 lí 、 さらにその他のすべての転換村山が杵j岳株式に 'PL;換されたものと似卒して In'~} されております 。

3.1株、 " ，り純資1止は、 手千年!主水における先行 済株式数にもとづいてd t ' ，5~fされております。

4 米Frl 財務会計 基準計第94 けにもとづき、 ， ìíj ifi支より、述枯 γ 合t l および持分w泌川会社の純jj刊 を変克いたしました。 1986:{ド 10)J 3 ltl に終了した 1 "1' IIIJ 、 1 987"1'- 3 JJ 31

F I に終 f した5ヵ ) J I ~[j、および 1988ilと 3rJ 3 111 に終 「 した 1 "FII \J の消数千'につ L 、 ても、 lii Jー恭ペ/"じより修 i卜jlj. ..衣示しています。

5. ~j.rl ネ I:lí 、 1988 年lI J 511 、シーピーエス社のレコード持IWJを口 JIY.し、シーピーエス・レコード社およびシービーエス祉との令弁イト来てあった(的シーピーエス・ソニーグノレ

ーフ。の全株式をl[-Z 1~ ト L 、たしました。 また、 1989 iHl)J 111 および|口l年 1 lJ.J 7 11 には、コロンビア‘ピクチャーズ・エンター テインメント社およびグーパー・ ピーターズ・エンタ

ーテイ ンメン 卜 1. 1ーをそれぞれ目 J I li. L 、たしました。 したがって 、 、" ，ネ! の.clU:，';1!1~完成中!'i(こは、それぞれの 'i~収 11 以降の業組が合まれております。

本 1987"F3 JJ 3111 にk，6f-了し t.:5ヵ JJII \J
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-E璽冨圃
地域別・製晶別売上高内訳

ljiイ立i' i )jjl! I判主:千米トツレ

10}! 3l�l に，f:~了 した 1 千ド I :l j 3 }! 3111 (こ才冬 f し 1.: 1 iFI1H 3fJ 31 11 に終了した]iF. I:H

‘ , 1985"1三 1986{1三 1987年ホ 1988'1". 1989壬ド 1990"f� 1990"1三
(修 正 If}l{ぶ) (修 IEIIU< /Jτ) (!lf珉II}jﾚJ;) 

地域別売上高

日本 ￥ 366， 511 ￥ 450， 339 ￥211 ，931 ￥ 537 ， 942 ￥ 731 ， 297 ￥ 869，478 $ 5,538,077 

25.8% 31.0% 34.8% 34.6% 34.1% 30.2% 

米国 477 ,559 435 ,214 164,523 434,473 586,278 857,812 5,463,771 

33.6 30.0 27.0 27.9 27.3 29.8 

欧州 249,123 315 ,045 146,441 351 ,262 497 ,842 715,422 4,556,828 

17.5 21.7 24.0 22.6 23.2 24.8 

その他 327,592 251 ,492 86.530 231 ,542 329.912 437,144 2,784,356 

23.1 ‘ 17.3 14.2 14.9 15.4 15.2 

ソ:::~し・ トI'. I ~凸~J ￥ 1 ，420， 785 ￥ 1 .452.090 ￥609 ，425 ￥ 1 ， 555 ， 2 19 ￥ 2 ， 145 ， 329 b ￥2，879，856 $ 18,343,032 

製品別売上高

ぜ、~74z3互刈.8百9 
ビデオ機器 ￥ 515 ， 531 ￥ 480，940 ￥ 188 ， 712 ￥ 451 ，064 ￥ 5 73 ，493 $ 4,737,000 

36.3% 33.1% 30.9% 29.0% 26.7% 

音響機器 338,356 414,957 189,963 479,484 560,772 < 72225,2.111} 4,600,070 

23.8 28.6 31.2 30.8 26.2 

テレピ 364,827 331 ,645 129,041 315,322 34 1,800 〔\44165A33〆6� 2,843',541 

25.7 22.8 2 卜2 20.3 15.9 

その他製品 202,07 1 224.548 101 ,709 270,529 329,076 419,765 2,673,663 

14.2 15.5 16.7 17.4 15.3 14.6 

レコードピジオ、ス 38,820 340,188 455,226 2,899,529 
2.5 15.9 15.8 

11央匝lピジオ、ス 92,509 589,229 

3.2 

dzjIじヱーLし1In守J ￥ 1 ，420， 785 ￥ 1 ，452 ，090 ￥609 ，425 ￥ 1 ， 555 ，2 19 ￥ 2 ， 145 ， 329 ￥ 2，879，856 $ 18,343,032 
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-盟国国圃
連結貸借対照表

資産

流動資産:

現金・頂金および現金等価物(注記4)

定期預金(注記9)

有仙i証券(注記7)

受取手形および売掛金(注記6)

貸倒および返品引 当金

抑l卸資産 (注記5)

繰延税金 . 

前払費用および‘その他の流動資産 ・

流動資産合計

長期棚卸資産ー映画(注記5および14)

投資および貸付金:

関連会社に対する投資および貸付金(注記6)

従業員貸付金

投資有価証券その他(注記7)

有形固定資産(注記9および14):

土地 . 

建物および構築物

機械装置およびその他の有形固定資産

建設仮勘定

控除一減価償却累計額

その他の資産(注目己3および8):

#kJlヲ国定資産

情;業権

その他

添付-の iL記は、これらのj単結財務諸表の一昔11であります。

32 

1~_{\1: :了ï )j r~ 

3 J-J 3111 Jjl冶:

1989.{}'::' 1990~~ 

-￥ 297 ， 889 ￥ 451，668 

33,665 182,533 
91.115 54,784 

432,692 696,950 
(32,957) (46,560) 
483,648 692,966 

・ 51.408 57,637 
76,338 111,555 

1,433,798 2,201,533 

168,788 

16,015 14,834 
2,445 2,315 

94,975 151,213 

113,435 168,362 

86.964 114,002 
267,351 415,835 
726,564 908,646 

24,611 90,693 

1,105 ,490 1,529,176 
560,7 14 661,048 

544,776 868,128 

141.779 168,748 
59,168 629,401 
71 ,819 165,125 

272,766 963,274 

￥2，364， 775 ￥4，370，085 

, 

W.位 :1'米 F"ノレ
(il:.1� 2) 

3 Jl311 jJJlイ正

1990~F 

$ 2,876,866 
1,162,631 

348,943 
4,439,172 
(296,561) 

4,413,796 
367,115 
710,541 

14,022,503 

1,075,083 

94,484 
14,745 

963,140 

1,072,369 

726,127 
2,648,631 
5,787,554 

577,663 

9,739,975 
4,210,497 

5,529,478 

1,074,828 
4,008,923 
1,051,752 

6,135,503 

$ 27,834,936 



負債および資本

流動負債:

短期借入金 (注記9) ・

1年以内に返済期限の到来する長期借入債務 (注記9および14)

支払手形Pおよび買掛金 (注記6)

設備関係支払手形

未払配当金

未払法人税およびその他の未払税金

その他の流動負債

流動負債介計

.、

同定負債:

長期{何人的務(iJ. d~ 9および14 )

水払退職・年金貸 JTJ (注記 1 0 )

長期総延税金

その他の |古! 定負的

少数株主持分

資本(注記12 ) : 

資本金一額面I株当 り 50円

授権株式数 920 ， 000 ， 000株

発行済株式数 1989年 3 月 3 1 日現在-282 ， 602 ， 923株

1 990年 3 月 3 1 日 現在-331 ， 928 ， 730株

資本準備金

利益準備金

特別積立金 . ・ .

その他の剰余金

累積外貨換算調整額

契約債務および偶発債務(注記15)

1 

33 

l~イ立 : 了nJPJ

3 月 3 IFI 現准

1 989-"j三 1990勾三

￥ 224， 637 ￥ 757，017 

12,797 76,715 
468,784 580,932 

21 ,323 27,375 
6,461 8,770 

84,752 112,664 
266,568 432,418 

1.085.322 1,995,891 

220,790 645,969 
61 ,319 70,949 
36,928 46,493 
33,699 163,846 

352.736 927,257 

14,901 16,879 

114.641 

278,038 
232,050 419,417 
10.535 13,566 
16.313 20,547 

600.184 674,962 ' 
(61,907) 23,528 

911 ,816 1,430,058 

￥2 ， 3 64， 77 5 ￥4，370，085 

単位 : 千米ドノレ
(i!:,1ê 2) 

1990勾三

$ 4,821,764 
488,631 

3,700,204 
174,363 
55,860 

717,605 
2,754,254 

12;712,681 

4,114,452 
451,904 
296,134 

1,043,605 

5,906,095 

107,510 

< 

1,770,943 
2,671,446 

86,408 
130,872 

4,299,121 
149,860 

9,108,650 

$27,834,936 



-E韓翠園・
連結損益および剰余金結合計算書

ljt1ι: ;n Jj川 単位 : T牛耳~ ドノレ
(i!=,lc 2) 

3 H3HI (ニキ冬 γ した 1 1 1 ~ 1: \J 
3) J 3111 にfキ了
した 1!. I '. I HJ

1 988.fl". 1989!.ド 1990勾i 1990:{p 

売上高およびその他の営業収益:

フ主主し主 J-. 言1 r:1了J 

海外 . ‘ . ￥1.017 . 277 ￥ 1 .4 14.032 ￥ 2，010，378 $12,804,955 
" 

日本 537,942 731 ,297 869,478 5,538,077 

1,555,219 2,145,329 2,879,856 18,343,032 

その他の営業収益 32,742 56.143 65,386 416,471 

1.587.961 2,201 ,472 2,945,242 18,759,503 

売上原価および販売費・一般管理費:

売上原佃i(注記13) 1,147,014 1,475,352 1,938,016 12，344，~51 

l仮売賀および一般管理費 380,283 565.621 712,035 4,535,255 

1.527.297 2,040,973 2,650,051 16,879,306 

営業利益 ・ 60,664 160.499 295,191 1,880,197 

その他の収益:

受取利息および受取配当金 15,448 22,609 44,190 281,465 
外貨換算差益(キ占領) . ・ . 13,850 4,818 

その他 27,849 32,591 47,363 301,675 

57,147 60,018 91,553 583,140 

その他の費用:

支払利息 27.195 32.550 70,883 451,484 
外貨換算差損 (純絹) 39,724 253,019 

その他 18,780 22,451 48,708 310,242 

45.975 55,001 159,315 1,014,745 

税引前利益 71 ,836 165,516 227,429 1,448,592 

法人税等(注記11) : 

当年度分 . '. 37.120 91 ,129 128,017 815,395 
税効果当期配分綴 4,345 4,047 (1,041) (6,631) 

41 ,465 95.176 126,976 808,764 

連結会社利益 30,371 70,340 100,453 639,828 
持分法による投資損益(注記6) ・ 6.865 2.129 2,355 15,000 

当期純利益 37,236 72.469 102,808 654,828 

その他の剰余金:

期-i~Î残高 523,471 547,271 600,184 3,822,828 

新株発行費(税効果調整後) (2,033) (4,301) (27,395) 

現金配当金 . ( 10,555) ( 12,408) (16,464) (104,866) 

利益準備金繰入額 ( 1,547) (1 ,913) (3,031) (19,306) 
特別積立金繰入額(税効果調整後) ( 1,334) (3,202) (4,234) (26,968) 

期末残高 ￥ 547 ，271 ￥ 600， 1 84 ￥ 674，962 $ 4,299,121 

Jlif立: IIJ 
l~ィι 米 ドノレ

UU�2 ) 

1株当り当期純利益:

本来の1株当り当期純利益

希?等化したl株当 り 当期純利益 -

1株当り現金配当金

。
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添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部であります。

34 



-E璽盟国
連結キャッシューフロー表

営業活動からのキャッシュ・フロー:

当期純利益 -

J常業活動から得た現金 ・ 預金(品占領)への当期純利益の調整

有形固定資産の減価償却費および無形凶定資産のf賞却費

持分法による投資損益(受取配当金控除後)

為替差損 (益)

退職・年金費用(支払額控除後)

回定資産処分損

繰延税金・

資産および負債の増減 (買収による影響を除く)

受取手jl~および売掛金の増加

棚在11資産の増加

その他の流動資産の増力I1

支払手形および買掛金の増加

未払法人税およびその他の未払税金の増力n

その他の流動負債の増加|

その他 ・

常業活動から得た現金 ・預金(キ占領)

投資活動からのキャッシュ・フロー:

凶定資産の購入

l illl 定資産の売まjJ

投資および貸付

投資有何lî証券の売土j1および貸付金の阿収

有fîllî証券の購入

有価証券の亮土j1

定JtJ.J Ui金の(増力11 )減少

1988年および1990年の買収傾-各年度の買収資厳に合まれる現金 ・預金

25 ， 259Tf万Il J 、 11 ， 404百万円 (72 ， 637千米ドノレ)控除後

その他

投資活動に使間した引金・頭金(赤占領)

財務活動からのキャッシュ・フロー:

長期借入

新株引受椛の発行ー

新株発行(新株発行自控除後)

長期借入金の返済

短期的入金の明加I (減少)

呪金配当金・

その他

財務活動から得た現金・頂金(純傾)

為替相場変動の引金・頂金および引金等fillî物に対 する影響額

引令・ fl'[金および引令等fillÎ~1;J *，iU哨加額

現金・出{金および現金等fillî物期首残高

引金・ fil金および現金等制li物~U:J末残高

添付ーの住 11cは、これらの直結財務消去の一部てあります。
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単位:百万円

3 月 3 1 日に車冬了 した 1 '1".1111 

1988'f 1989:(ド 1990:{f-

-￥ 37 ，236 

92,511 

(3 ,417) 

(1 ,059) 

2,345 

3,650 

4,345 

(27 ,954) 

(31 ,673) 

(1 2,273) 

64,547 

12.616 

45 ,9 18 

5.343 

192.135 

(135 ,504) 

10,725 

(7 ,962) 

5,090 

( 162,602) 

18 1,564 

(1 1,437) 

(22 1,676) 

7,814 

(333 ,988) 

86.631 

(5 ,082) 

107,224 

(9,476) 

8.126 

187.423 

(2 ,556) 

43.014 

171 ,860 

￥214，874 

￥ 72 ，469 

125 ,190 
(1 ,582) 

1,869 

5, 178 

4,093 

4,047 

(67,296) 

(1 19,145) 

( 16,508) 

84,565 

33.012 

34,615 

2.940 

164,047 

( 182,324) 

7,999 

( 14,707) 

4,3 19 

(268 ,439) 

224,178 

40,639 

(l ,573) 

( 189,908) 

109,88 1 

120,8 19 

(7 ,471 ) 

(95 ,728) 

( 1 1,339) 

(6,881) 

109,281 

( 405) 

83 ,015 

214,874 

￥297.889 

￥ 102，808 

164,751 

1,511 

8,778 

9,878 

10,837 

(1,041) 

(104,248) 

(109,951) 

(20,505) 

108,604 

18,755 

33,438 

(7,734) 

21;;,881 

(325,979) 

9,485 

(129,491) 

83,961 

(53,720) 

85,944 

(143,109) 

(550,721) 

(27,971) 

(1,051,601) 

427,888 

23,600 

237,025 

(4，217) 1 町

340,197 

(14,155) 

(24,224) 

'986,114 

3,385 

153,779 

297,889 

￥ 451，668 

単位: 千米ドノレ
(口 ~è 2) 

3 月 31F1 に終了
した l!.f'- H I1

1990:{f-

$ 654,828 

1,049,369 

9,624 

55,911 

62,917 

69,025 

(6,631) 

(664,000) 

(700,324) 

(130,605) 

691,745 

119,459 

212,981 

(49,261) 

1,375,038 

(2,076,299) 

60,414 

(824,784) 

534,783 

(342,166) 

547,414 

(911,522) 

(3,507,777) 

(178,159) 

( 6,698,096) 

2,725,401 

150,318 

1,509,714 

,(26,860) 

2,166,860 

(90,159) 

(154,293) 

6,280,981 

21,561 

979,484 

1,897,382 

$2,876,866 



-E璽盟圃
連結財務諸表注記

1.主要な会計方針の要約

九社および日本の示会社は、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則仁従って、会計l帳簿を保有し、 財務諸表を作成しておりま

す。また、当社の海外子会社は、その子会社が存在する国において一

般に公正妥当と認められた会計原J:jIJ に従っております。税金の期間配

分処理、 新株引受権の資本化、特別積立金の修正、ある種の費用の

計上ならびに外貨換算等を含むいくつかの修正および組み替えが、 米

国において一般に公正妥当と認められた会計原則に迎合するため に、

当連結財務諸表に反映されております。 これらの修正事項は、法定 l帳

wtには記録されておりません。

上記の修正事項を反H央 した後の主要な会計方針は以下のとおりで

あります。

m連結の基本方針ならびに関連会社に対する投資の会計処理

当社の連結財務諸表1は、当社および当社が過半数の株式を所有

する子会社(重要性の乏ししものは除きます ) の勘定を合んております。

連結会社間の重要な取引ならびに債権債務は、すべて消去されており

ます。 20- 50%所有会社に対する投資は、 重要性の乏しし ものを |徐き、

取得制li傾に未分配利益に対する当社の持分傾を加算した金傾をもっ

て計上されております。 当期純利益は、これらの会社の当年度の純利

益に対すると1社の持分傾カ=ら未尖現内音1 1利益を控除した金額を含ん

でおります。

連結子会社および持分法適fFJ会社に対ーする投資の傾が、当社の持

分有yiを超える音11分の金額は、 取得H寺点における適正価額にもとづき、認

識しうる存資産に配分されております。特定の資産に配分されなカきった

部分の金傾は、常業権として認識され、主に40年で均等償tpされてお

ります。 配分されなかった部分の金額が少傾の場合には、取得年度に

費月!として処理されております。

(捌貰換算

海外-f-会社および関連会社の財務諸表明1Iの換算においては、 す

べ、ての資産ならびに負債は、決算 日 の為替相場によって ~fj に換算さ

れ、すべての収益ならびに賀川は、 取引発生日の為替相場によって円

に換算されております。その結巣生じた換算差紙は、累干it外貨換算調

整制として資本の古[1 に表示されております。

外貨建金銭債権および債務は、決算日の為替相場によって換算さ

れ、その結果生 じた為替差損益は、当期のJ員益に計上されております。

(3)収益認識

当社の売上市は、 一般に出荷基準てや認識されております。

|決 illil ピジオ、スにおける劇場映画収益は、劇場公開日基準で認識さ

れております。テレヒ1文11火権からのJI又益は、 11央闘あるいはテレビ若手組が

初めて放映可能となった 11寺点て認識されております。ホームビデオの著

作権からの収益は、 一般に出荷基準で認識されております。

(4)据~.震rtífJち、d:乙川房王舎事ïillí!f:!J

現金 . l頂.垣民金および現金等 {佃倒目耐i物には、 I取{収文得日カ B らωlはよ訂lばZ幻3カ月以内にi話満i前市

]期倒の主到到|リJ )米l長是するすベてのj流武重到動動!JJル')'性|

ててで、や、き、かつ期日が近いため利率の変化による fWi値変動が僅少なものを

合んでおります。
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(5)，市場性ある有価証券およびその他の投資

有価証券(流動資産)および投資有fillî証券その他(非流動資産)に

含まれている市場性ある株式は、それぞ、れー折して低filli ~去により評価さ

れております。流動資崖に合まれているその他の市場性ある有制li証券

(主として金融債)および、非流動資 I主に合まれているその他の投資有価

証券は、取得価額またはそれ以下の佃i額で計上されており ます。

売却された市場性ある株式の原和liは、銘柄別に平均j去により計算さ

れております。

自胸部資産

エレク ト ロ ニ クスピジオ、スおよび、レコードピジオ、スにおける抑!卸資産 '

は 、 取得原佃iて、守干 fi目されており 、 H制iUi を超えておりません。 こ れらの棚卸

資産の取得原佃iは、先入先出法により計算されている一部の子会社の

製品を除き、平均法によって計算されてお り ます。

H央 it!îl ヒずジオ、スにおける棚卸資産には、フィノレム製作費用 ・ プリン ト費

用・ 宣伝費用および配!!武 I MJ接費が合まれております。利益にもとづく製

作参加報酬は、見積計上され、 予想総収益に対する科年度の収謎害IJ

令に応じて仰l 在11資産価額に含まれております。 こ れらのH央 |菌製作 !東側

は、当社の予想総収益に対する手十年度の収益割合に応じて償却され

ております。 件11央匝l ごと lこ米償却残高を寸土想、正l床実呪可能イilfJ Wt1と比*交

し 、 必要と認められた場合は評11ß討戚が行ーわれております。第一次市場か

らの収益l こ対応、 してfit却されることになると予想されるH九回およびテレゼ

番組の製作原仙iは流動資産として計二 ト.されております。映画の第一次

リJ場とは、劇場、ホームビデオおよび布料テレビ欣送を合みます。 テレ

ビ番組の第一次市場とは、オ、ットワーク、初公開シンジケート配給を合

んております。その他の 11央@I製作原 fllli は、長期として区分されておりま

す。

σ)有形国定資産および減億慣却

有形 |主| 定資産は、取得)京 fiUî てや表 7jえきれ :ております。 有形 IQI 定資産

の減価償却費は、当該資産の一般的な区分、 構造および用途ごとの

見積耐刑年数にもとづき、主として、 当社および fl 本の子会社において

は定率法で\市.外子ー会社においては定傾法で、それぞれ計算されてお

ります。 重要な更新および追加投資は、取得原イil日で資産計上されてお

ります 。 維持、修繕および少傾の更新、改良は発生H寺の費用として処理ー

しております。

(8).年金および退路金制度

当社および円本の子会社の従業員は、退職する場合、通常、 j品職

II~i:の給与と勤続年数にもとづいて計算された退職-11寺金または以』 トーに

述べる年金の受給資格を有します。 通常、定年 !'ÌÍj に退職 したJ謁合の最

低支給額は、自己都合による退職事 LI-I にもとづいた金傾となります。 定年

退職を含む事会社都合による退職の場令、従業員は、最低支給傾を上

凶る退職金を支給されます。役員の辺任に |捺しては、通常、同等の計

算にもとづく退職- 11寺金が、株主総会の決議を要件と して支払われま

す。

当社および大部分の 11 本の子会社は、信託銀行 1行、保険会社2社

と適格退職年金tIJIJ !支に |具jする契約を締結しております。 このfJìlJ 度では、

勤続20年以上かつ会社都合により退職する従業員に対 して、現行規

程により支給される退職金の60%および主として定年退職者に適用さ



れる、勤続年数に!必じた加算金が退職年金として支給されます。退職

年金の受給は、 j込 i除名・の選択により、年金または一時金とすることがで

きます。

大部分の海外子会社は、はとんどすべての従業員を対象とする給付

建年金制度あるし、は退職ー!時金制度を有しており、これらにもとづいて

拠 "1-'1 金を掠み立て、あるし、は費月j を引当計上しております。 こ れらの制

度にもとづく給付額は、主に i削故時の給与と勤続年数によって計算され

ます。

1989年3月 3 1 1-1 以前は、 退職給与引当金に年金資産 (勤続加算金

充当分は除きます)を加えた金額が、年度末までに提供された従業員

‘ の役務に対する会社都合退職金~支給額に充分な金傾となるように引

当金が計上されておりました。

1989年4 月 1 日より、 当社は、米|主|財務会計基準書第87 号 (FAS87)

「退職年金に i刻する会計処理(Employers' Accounting for Penｭ

sions) J を適fH l 、たしました。そのHι点において、年金資産および引 当計

上された負債の総傾は、子 ìWJ給付、債務を8 ， 23 1 717/ IJ] (52 ， 427千米

ドノレ )_I J~Jっており、これを H 本国内会社に迎m した制度てやは、主と して

16.5年にわたり、海外については、ì_:と して 11年から26年の純!Jtlて"fn:却

し、 旬:年の退職 ・年金費用を減傾するかたちで JI又議認識されます。

1990年 3 月 31 rIに終了した会計年度の当期純利誌に対する ~I'I 該会

計処J，[i!_の変更による lj~~特は僅少であります。

(9)，法人税等および特別積立金

当枇、 日本のチ会社および海外の一部の子会社は、税務 _1亡、利益

処分または費月!とし丈計上することを条件として、財務会計では必要とさ

れないある種の却制j金の損金算人が認められております。 これらの準

備金は、法人税等の支払し、を繰り延べる効果があります。 したがって、

法人税等相当傾を「繰延税金」として処埋し、当該税傾投除後の残額

は、 j虫市ii財務諸表ー 1'_ ltW}]IJ積立金」 と して表示しております。

1987年 1 2月に、 米国財務会計基準審議会は、その基準jJ:;: 第 96サ

(FAS96) I法人税等の会計処理(Accounting for Income 

Taxes) J を公表 しました。 FAS96にもとづく総延税金の算定においては

資産 ・ 負債 j去が要求され、 繰延税金資産の認識は制限されることにな

ります 。 しかしながら、当基準蓄の一部を修正する基準害第103 号が公

表され、 FAS96の適}，I=J は、 当社の場合、 1993年3 月 31 FI に終了する会
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計年度まで延長されることとなりました。 FAS96を 1990年3月 31 日現花

で適用したと仮定した場令、繰延税金資産および利益剰余金は減少し

たと推定されます。

(/0) 1 株当り当期純利益

本来の1株当り当期純利益は、新株 IJ I 受権および-1~iIlの転換社債ー

を合む普通株式相当日IE券の希薄化の;拶響を考慮したうえで、 普通株

式の各年度の平均発行済株式数にもとづき計算されております。希薄

化した1株当りさりVJk~，llf IJ 益は、さらにその他のすべての l伝換社的が普

通株式に転換されたものと似定して計算されております。新株引 受村長の

希薄化の影響は、 金庫株ブj式を適n-Jして計算されております。

本来のl株当りさ'1 ~明純利益および希 ì~l]. 化した1株 !とI り 当期純利益に

ついては、し 、ずれも普通株式の無償交付に i期する適切な調整が行われ

ております。

(/.日普通株式の無償交伺

当 初;は、)lff j邑株式の似fit交付‘を行うことがあります。 この会計処JW_に

は、額泊i傾により資本準備金から資本金勘定へ振料処理を行う方法

と、何ら振符処引を行わずに、資本金制定 q~ の倒的i傾を超える {';Ií分を

当該交付に充当 するブ'ji去とがあります。当該無償交付は" fl 本のH引去

の規定にもとづし 、て行われ、取締役会により本認されます。日本において

は、このような無償交付・は、 mi法によって株主の不認が必要とされる「株

式配当」とは、 |リ j石在に区別されております。

間新株発行費

:;\iJy株発行貨は、 米 I主i てやは一般的に資本勘定の控除項同として処理

されておりますが、 LI 本の商法上、この処理は認められておりません。 し

たがって、財務消表上、 ~，I 'I 該費用は、税効果調整後の金額をもって、そ

の他の剰余余から直接控除されております。帳簿上、新株発行政は、

ï'i nJ として処思されております.。

(11)，組替再表示

1989:tj:=. '3 n 31 11 引不正の貸借対 !!日 表の一部の科 U については、

1990年の表示に令わせて品II替再表示が行われております。



2. 米ドルによる表示額

米ドノレ金額は、便宜的にのみ表示されております。これらのドノレ表示

額は、円金額が実際の米ドノレを表わしたり、または、米ドソレに換金され

た、あるし、は換金されうるとし、うように解されるものではありません。米ドノレ

による表示額は便宜的なものであり、 1990年3月 30 日現在の実勢為替

相場1米ドノレ=157円が当連結財務諸表上り米ドノレ額表示のために

使用されております。

3. 買収

1988年1 月 5 日に、当社は、シービーエス社より、主としてレコードピジ

オ、スを営むシーピーエス・レゴード社ならびにその関係会社の発行済普

通株式のすべてをJ約20億米ドノレの現金支払により取得し、たしました。

購入契約には、取得日の純資産にもとづき、被買収会社からの配当の

形によるシ一 。ピーエス社への追加支払が定められております。未だ買

収時の純資産額が確定していないため、当該追加支払額は、未確定と

なっております。

1989年6月 22 日に、当社は、サンドストランド社のトランスコム・システ

ムズ部門が所有ずるすべての資産および負債ーを約60百万米ドノレて、、買

収し、たしました。同部門は、世界市場て\民間航空機の機内AV娯楽シ

ステムの設計、製造、および設置を行っております。

1989年9月 19 日に、当社は、マテリアノレズ・リサーチ社およびその関

係会社の発行済普通株式のすべてを、約58百万米ドノレで取得し、たし

ました。同社は、金属薄膜形成装置、エッチンク守装置および高純度合

金の製造・販売を行っております。

1989年11 月に、 当社は、主としてH央匝|ピジバ、スを営むコロンピア・ピク

チャーズ・エンターテインメント社およびグーパー・ピーターズ・エンタ

ーテイfンメン卜社の発行済普通株式のすべてを、それぞれ約34億米ド

ノレおよび約2億米ドノレてや取得いたしました。

これらの買収は、すべ、てパーチェス法てや処理され、当社の連結財務

諸表には、被買収会社の買収日以降の期間の経営成績が合まれて

おります。買収価額のうち、取得純資産を超過する部分の金額は、棚卸

資産、 土地、 有形固定資産および無形固定資産(主として、アーテイス ト

コントラク卜および、ミュージックカタログ)のような認識しうる資産に、それら

の資産の適正価額にもとづいて配分されております。買収価額のうち、

τh'" 1 写1γ

7乙_L I百1

当期純利益

認識しうる資産に配分された金額から号|き継がれた負債額を控除した

金額を超える部分の金額は、営業権として認識されております。

配分が行われた後の有形回定資産および無形悶定資産は、見積

耐用年数にもとづいて償却されます。アーティストコントラクトおよびミュー

ジ、ツクカタログの場合には、各々、主として16年および21年にわたり均等

償却されます。営業権は、 主として40年で均等償却されます。

グーパー・ピーターズ・エtンターテインメント社の買収に際しては、ワ

ーナー・プラザ、ーズ社から、 ク、、二ノ fーおよびピーターズ両氏が同社に

負う契約上の義務に関 して、 訴訟が提起されました。 1989年11 月 16 日

にワーナー・ブラザーズ社、ソニー・ユー :エスエー・インクおよび、グーパ

ー・ピータース\エンターテインメント社の聞で和解が成立いたしまし

た。この和解によって、グーパーおよびピーターズ両氏が当社の雇用

申入れを受諾したことに関するすべての訴訟は取下けやられま した。和解

条件には複数の業務協定が含まれております。主要な協定は、 コロンピ

ア・ピクチャーズ・ エンターテインメン トネ士が有するノ fーノずンク・スタジオ

の持分35%をワーナー・ブラザーズ社に委譲し、コロンビア・ピクチャー

ズ・エンターテインメント社がワーナー・プラザ、ース、守土よりカリフオノレニ7-

州カノレバー市のロリマー・スタジオを取得すると し 、うものであります。加え

て、ワーナー・ブラザーズ社は、シーピーエス・レコード社のレコード、テ

ーフ。およびヒずテ?オカセッ 卜の米国に句おける通信販売部門である立ロンピ

ア・ハウスの持分50%を取得することとなります。

以下の想定連結情報(監査は受けておりません)は、被買収会社の

‘ 取得が各年度の期首に行われたと仮定した場合の1989年3月 31 日、

および1990年3月 31 日に終了 Lた各1年間の 当社の連結経営成績を

表わしたものでいあります。

.llj_ f立: ï~f)jrq 

l株当 り 当期純利益

本来のl株当 り 当期純利益

希:等化した1株当り当期純利益

l州立: 1'1 
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想定経営成績は、各年度の期首に買収が腰行ーされた場合の実際 のでもありません。

の業績を表わすものではなく、また、将来の予想される業績を表わすも
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)Ij_ f:,: :米ドノレ

$1.701 

1.701 



4. キャッシュ・フローに関する情報

法人税等の支払傾は、 1988年3 月 31 日、 1989年3月 3 1 日および1990

年3月 3 1 日に終了した各1年間において、それぞれ26 ， 576百万円、

46 ， 09 1百万円および107 ， 369百万円 (683 ， 879千米ドノレ)であります。

また、これらの期間における利息の支払額は、それぞれ26 ， 5 11百万円、

32 ， 192百万円および73 ， 629百万円 (468 ， 975千米わけであります。

キャピタノレ・リースの未払金発生額は、 1988年3片 31 日、 1989年3月

31 日および1990年3月 31 日に終了した各1年間において、それぞれ

1 ， 177百万円、 1 ， 315百万円および2 ， 977百万円(18 ， 962千米わけで

5. 棚卸資産

あります。

転換社債から資本金および資本準備金に転換された金額は、 1988

年3月 3 1 日、 1989年3月 3 1 日および1990年3月 3 1 FI に終了した各1年

閉じおいて、 それぞれ 29 ， 639百万円、 80 ， 349百万円および85 ， 838百

万円 (546 ， 739千米ドノレ)であります。

1988年3月 3 1 日および1990年3月 3 1 日に終了した各年度において当

社は、買 収により、 それぞ れ90 ， 975百万 円および435 ， 041百 TJ 円

(2 ， 770 ， 962千米 ドノレ ) の負債を引き*1主ぎました。

1989年3 月 3 1 日現在および1990年3月 3 1 日現在の棚釘l資崖の内訳は 卜1己のとおりであり ます。

Ijl.f¥i: : ('1 }jPl I jIイ \i:: T 米ドノレ

3 )1 3 111 引絞 ぎ ) 1311 iJ'J~ィ午

1 989.:q: 1990íl三 1990"ド

短J明

f吉~I~口11_1 - ￥ 3 17 ，902 ￥442，543 $2,818,745 

仕掛品 87,851 110,192 701,860 

原材料・購入部品 ・ 77.895 93,909 598,146 
日央画

劇場既公開 34,661 220,771 

テレビ既放映 11,661 74,274 

￥483 ， 648 ￥692，966 $4,413,796 

長期

11央画

劇場既公開 ￥ ￥ 69，665 $ 443,726 

製作中 - ・ . 23,508 149,732 

テレビ L坑放11央
. 

46,119 293,752 

Hì IJ作中 29,496 187,873 

￥ ￥168，788 $1,075,083 
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B. 関係会社に対する投資と取引

1988年3月 31 n まで持分j去を適用していた子会社のうち、米国財務 行した会社に関する要約財務情報(内部取引消去前)は下記のとおり

会計基準書第94J;ナにもとづき、 1988年4月 l 日以降、述結子会社に移 であります。

流動資産・

有形 l i!Û定資産

その他の資産

資産合計

流動負債・

!万| 定負債・

資本勘定・

負債および資本合計

期末現在の会社数

売ー ト'. I~J

売上総利益

当期純利益

., ・ ・

. . . . ー ・ .' 

1988 イ 1 '.

Ili.{立': : (1. jjPJ 

3) J 3 111 弓主主1・

1989 !.-ド 1990勾三

￥ 150，262 ￥236，672 

33,800 44,275 
53.758 72,647 

￥237 ，820 ￥353，594 

￥ 138 ，688 ￥ 194，236 

48,719 80,040 
50.413 79,318 

-￥237 ，820 ￥353，594 

21 21 

I jI. f主: ì', JjIJ 1 

3 )J 31 LI (こ t~与 f した 1 iドI/ IJ

1989{1'. 1990:ﾍf. 
一ーー「

￥625，248 

67,607 
16,106 

持分j去によって評側されている i到連会社に関する要約財務情報は、 fF.己のとおりであります。

流動資l主 - 、 ・

有 JIヲ |主| 定資丘

その他の資j嵯:

資産合計

流動flm

I i~ll 定負債

資本勘定

負債および資本イ日，.

mJ水現在の会社数

光. L日

光 1 ..総利益

出 j引純利益

198851三
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311_ イ V. : r,7jPl 

3)1311 i1j，!在

1989{F. 1990勾三

￥43.837 ￥48，248 

8.026 9,395 
2,162 2,5631 ' 

￥54，025 ￥60，206 

￥ 17 ，405 ￥17，346 

857 980 

35.763 41,880 

￥54 ，025 ￥60，206 

4 3 

ljlィι( ， JjjJJ 

3 ゙I3111 (こ *~ )'し 1:. 1 "I'.I/IJ 

1989{1 ・ 1990:ﾍ!': 

￥115，064 

32,835 
7,019 

I1 1 位:下米ドノレ

3) J 31 11腕

1990:Íド

$1,507,465 
282,006 
462,720 

$2,252,191 

$1,237,172 
509,809 
505,210 

$2，2き2， 191

$3,982,471 
430,618 
102,586 

ljl.代 千米ドノレ

3) 1 3111 Jj，!.{L・

1990:ﾍf-

$307,312 
59,841 
16,325 

$383,478 

$110,484 
6,242 

266,752 

$383,478 

ljl.f，i: ・ T 米ドノレ

$732,892 
209,140 
44,707 



持分法によって評価されている関連会社との取引および取引残高は、下記のとおりであります。

売掛金

賀掛金

売Jて市j

仕入高 -

7. 市場性ある有価証券

単位:百万円 IfifJì~ : 一下米ドノレ

1989年3月 31 日現在および1990年3月 31 日現在における有 fillî証券 市場性ある株式の原和lî総傾および|時fillî総傾の内訳は下記のとおりで

(流動資産)および投資有価証券その他(非流動資j産)に含まれている あります。

lIií江: -Ff)�!lJ 1 j1.枕:千米ドノレ

3JJ31HJJUE 3) J 31 11 IJU ,: 

1989{1'. 1990"F 1990"ド

流動資産 .

原 仙i ￥ 9.695 ￥ 8，070 s 51,401 

11寺 {耐 11 ,067 7,780 49,554 

非流動資産:

原 {困 ￥ 34，957 ￥ 44，702 $ 284,726 

11寺 filfi 183,749 181,396 1,155,388 

1990年3月 31 日現在の市場性ある株式にかかる未実現利益および損失の総額は下記のとおりであります。
IP.fι(f )j1'J 

流動資産

;) 1三流動資産

1988年3 月 3IFI 、 1989年3 月 3 1 日および1990年3月 3 1 日に終了し 1989年3月 31 日現在および1990年3月 3 1 日 現在の株式以外の市

た各1年間における市場性ある株式の売却益は、それぞれ1 ， 750百万 場性ある有価証券の原fíllî は、おおむね時制lîであ ります。

IJL 3 ， 051ïゴ万円および8 ， 375予，)j'円 (53 ， 344千米ドノレ)であります。

8. 営業権および無形固定資産の償却累計額

1989年3 月 31 日現在および1990年3月 31 日現在における営業権お 47 . 454百万円 (302 ， 255千米ドノレ)であります。

よび無形同定資産の償却累計傾は、それぞれ24 ， 239百万円および

9. 短期借入金および長期借入債務

1990年3月 31 日現在の短期借入金の内訳は下記のとおりであります。

借入金(主として銀行借入金) (利率 : 年5.75%- 18.55%) ・

コマーシヤノレペーパー(利率 :年7.90%-10.13%) ・

111.{)'[ :, (ﾏ J:WJ 
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1990年3月 31 日現在の長期借入債務の内訳は下記のとおりであります。
単位百万円 単位 千米トツレ

無担保の借入金(借入先J 主として銀行)

[利率:年4.0%-16.0%、返済期限 1990年-2004年] ￥lO5 ，254 $ 670,408 

無担保の米貨建転換社債:転換価格3 ， 520.2円(13.73米ドノレ: 1米ドノレを￥256.30で換算)

[利率:年6.0%、満期 1997年、未償還残高 1 ， 850千米ドノレ、期限前償還可能] 292 1,860 

知担保の円建転換社債:転換価格4' ， 575 . 9円 (29.15米ドノレ)

[利率:年2.0%、満期 2000年、期限前{賞還可能]・

無担保の円建転換社債 :1転換価格4 ， 826.7円 (30.74米ドノレ)

[利率 :年1. 5%、満期 2002年、期限前償還可能] ・

無担保の円建転換社債J 転換価格5 ， 957円 (37.94米ドノレ)

[利率 : 年1. 4%、満期 2003年、期限前償還可能] ・

無担保の円建転換社債:転換価格8 ， 790円 (55.99米ドル)

[利率:年1. 4%、満期 2005年、期限前償還可能J . 
無担保の分離型米貨建新株引受権付社債(未償却発行差金控除後)

[利率 : 年7.75%、満期 1990年、未償還残高 100 ， 000千ー米ドノレ]

無担保の分離型円建新株引受権付社債(未償却発行差金控除後)

[利率 : 年0.3%、満期 1994年、 未償還残高 1 ， 000億円]

無担保の米貨建普通社債

[利率 :年8.25%ペ前期 1993年 、 未償還銭高 100 ， 000千米ドノレ]

無担保の米貨建劣後社債(連結子会社の発行)

[利率 : 年9 .875%、満期 1998 :年、未償還残高325百刀.米ドノレ]

米貨建劣後社債(連結，子会社の発行)

2,671 

13.862 

58 ,208 

299 ,279 

15,800 

77 ,097 

15 ,902 

53,431 

17,013 

88 ,293 

370,751 

1,906,235 

100,637 

491 ,064 

101 ,287 

340,325 

[利率 :年14.5%、満期 2000年、未償還残高28 ， 750千米ドノレ、 1990年6月 1 日以後償還可能]

米貨建劣後社債(連結子会社の発行)

4,872 31 ,032 

[利率 :年10.625%、満期 2018年、未償還残高250 ， 000千米ドノレ、 期限前償還可能]・

無担保のECU建社債(連結子会社の発行)

42,943 273 ,522 

[利率 : メF8 .90%、満期 1992年、未償還残高28 ， 000千ECUJ

担保付円建普通社債(連結子会社の発行)

[利率 : 年5.0%、満期 ]996年、期限前償還可能J . 

担保付円建普通社債(連結子会社の発行)

[利率 :年5.3% 、 ì r.ia :J:明 1996年、期限前償還可能J . 
長期キャピタノレ・リーえ未払金

[利率:年6.2%-24 .4%、返済期限 1990年 -2034年]

預り保証金 ・

控除: 1年以内に返済期限の到来する額
, 

7.75%利付分離型新株引受権付社債(未償還残高100，000千米ド

ノレ)は、 1985年に発行されました。 l 新株引受権は、 l 社{責券(券而傾

5 千米ドノレ)ごとに付与されており、その所有者は 1 新株引受権につ

き、 1 ， 278 ， 500円 (8 ， 143米 ドノレ)相当の当社普通株式を1株当り 4 ， 467

ド1(28.45米ドノレ)で取得する権利( 1.単位)があります。 1990年3 月 31

n 現在て"， 1985年に発行された新株引受権のうち、 1 ， 605単位の未行

使残高がありますが、これらは1Ð90年4月 26 日 !に行使期間が終了しま

す。 1990年2 月 14 日に 当 社は、 0.3%利付分11jf[型新株引受権付社債

(未償還残高1 ， 000億円)を発行し、たし;去した。 I新株引受権は、 1社債

券(券面額1百万Pi) ごとに付与されており、その所有者はl新株引受権

につき、 1百万円 (6 ， 369米ドノレ)相 当 の 当社普通株式を1株当 り 8 ， 437
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4,678 29,796 

2,000 12.739 

2,000 12.739 

20,564 130,981 

3,831 24,401 

722,684 4.603.083 

76 ,715 488 ,631 

￥ 645 ，969 $4, 114,452 

円 (53.74米ドノレ) (状況により調整されます)で取得する権利( 1 単位)

があります。 1990年3月 3H I 現在て"'， 1990年に発行された新株引受村長

100 ， 000単位は未行使であり、 199MI三2 月 10 LI に行使矧聞が終τ しま

す。

社債発行 H守:における新株引受権の適正な見積イI!I時Jiを、資本準備金

として計上するとともに、社債の未償還残高から同紅白発行差金として控

/除しております。これらの発行差金は、社債の償還期間にわたり償却さ
れます。 1990年満期の7.75%利付分間!f:型新株引 受権付社債および

1994年満期の0.3%手IJ付分llift型新株引受権付社債の実質的な利率

は新株引受権について見積られた仰i寝泊を考慮すると、それぞれ約年

11. 35%および約年6 .2%となります。



2005年満期の1. 4%利付転換社債および1994年満期の0.3%利付

分離型新株引受権付社債に関する契約書には、一定の担保提供制

限条項および連結ベースの利益維持条項が合まれております。

14 .5%利付劣後社債 (未償還残高28 ， 750千米 ドノレ)および10.625

%利付劣後社債(未償還残高250 ， 000千米ドノレ)は、 1990年6月 1 日に

繰上げ償還される予定であります。

3月 31 日に終了する各年度

1991if 

1992年

1993年

1994年

1995年

邦銀数行との取引約定書によれば、 当該銀行から要求があれば直

ちに担保(当該銀行に対する預金を含みます)を提供し、あるいは保証

人をたてる義務を負っており、この約定または他の理由によって提供さ

れたいかなる担保も当該銀行からの現在および将来の一切の債務を

共通に担保するものとされております。

銀行借入および他の融資約定に関連して正式な拘束性預金を設

10. 年金および退職金制度
1988年3 月 31 日、 1989年3月 3 1 日および1990年3 月 31 日に終了 した各

1年間における退職年金および退職金制度に関する費用計上額は、それ

ぞれ9 ， 935百万円 、 14 ， 7 91百万円および16 ， 754百万円 (106 ， 7 13千米

ドノレ)であります 。

連結財務諸表注記lに記載しま したとおり、 当 社は、 1989年4月 1 日よ

純退職・年金費用 (収益) :

勤務費用 年間給付発生傾

予ìWJ給付債務にカ Bカ当る不IJ 息費用

年金資産実際収益

純償却費用および繰延損益・

期間純退職・年金費用

年金制度の積立状況:

給付債務の年金数理にもとづく現在価値

確定給付

未確定給付・ " 

累積給付債務 -

昇給予測による給付増加額

予測給付債務 -

年金資産の公正{îllî額

年金資産を超える予測給付債務

未認識純(損)益 . 白 .

未認識適用開始時純資産

貸借対照表に計上された純退職・年金債務 . 、

・
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帳簿価額1 ， 804百万円 (11 ， 490千米ドノレ)の土地および|帳簿価額

858百万円 (5 ， 465千米ドノレ)の建物が、連結子会社前発行した担保

付普通社債の担保に供されております。

1990年3月 3 1 日 現在における長期借入債務の1990年4月 1 日以降

の5年間の各年度別の返済予定額は下記のとおりであります。

単位百万円 単位 午米ドノレ

￥76 ，715 $488 ,631 

11 ,358 72.344 

43 ,350 276, 115 

101 ,633 647 ,344 

21.437 136,541 

定することは、日本では公には認められないところで、すが、種々の融資約

定を取り交わしている銀行ーに、定期預金を設けているのは一般的です。

当社は、そのような融資約定を取り交わしている銀行に対して、 1990年3

月 31 白現在2 ， 2 10百万円(1 4 ， 076千米ドノレ)の定期預金を設けており

ます。

り、 FAS87を適用いたしました。したがって、 1990年3月 31 日に終了した

会計年度の年金費用は、 FAS87の規定に従って決定されております。

FAS87にもとづ く 1990年3 月 31 日終了会計年度の純退職・年金費

用および1990年3月 31 日現在の関連する年金制度の積立状況ならび

に計算上の想定率は下記のとおりであります。

日本国内制度 海外制度

単位百万円単位千米ドノレ 単位百万円単位 千米ドノレ

. ， ・ ￥ 11 ， 316 $ 72,076 ￥ 4，728 $ 30,115 

5,919 37 ,701 2,292 14,599 

(5 ,948) (37 ,885) (2, 156) ( 13 ,733) 

591 3 ， 76々 12 76 

￥ 11 ， 878 $ 75 ,656 ￥ 4.876 $ 31 ,057 

￥ 69 ，235 $440,987 ￥ 19 ，947 。 $127 ，051

21 ,492 136,892 2,535 16,146 

90,727 577 ,879 22 ,482 143 ,197 

40.935 260.732 14.511 92.427 

131.662 838 ,611 36,993 235 ,624 

78 ,064 497 ,223 26,250 167.197 

53 ,598 341.388 10,743 68 ,427 

941 5 ，99ヰ (466) (2,968) 

5.870 37 ,389 1,756 11 , 184 

￥ 60，409 $384,771 ￥ 12，033 $ 76 ,643 



期間純年金費用の計算上の想定率

害1j ~ 1 率

長期井給率

長期年金資産収益率

1990 イ1':.3 月 31 H 呪在、 1.1 木住11付ilJ lj 度の約30%および海外出IJ)交のがJ

40%は、株式に投資されております。 それ以外は、 主に確定利付証券に

1 1.法人税等
当社および‘辿結子会社は、所得に対して騒々の税金を謀せられてお

りますが、日本店11人j における椋昨実効税率は、 1988年3月 3 1[ 1 および

1989{j.'.3)-J 31 fIに終了じた科1年間は約56%であり、 1990年3 月 31 11

に終了した 1年 1mは約54%となります 。 多 くの要因によって、税金bH臼 l前

利益上の通常の対応関係が保たれない場合があります。それらの要因に

は、種々の税額控除、損金不算入となる費用、控除されなし、子会社の損

失、海外子会社に適用される税率の相違、配当にあてた所得に対 する

ilを i戚税率および受Ifz l担当全の益金不算人などがあります。

これまでい税金を引 当ててきた一部の海外子会柾の未分配利益が配

と1'， きれないことが l り j らかになりました。 したがって、当初; は、 1990 1r3月 31

11 に終了するI!rlよ 1 1\1に おいて 、 税金引当紅î8 ， 915百万 1 '1 (56 ， 783千米

12. 資本勘定
資本金および資本準備金の変動!大j存は下記のとおりであり ます。

中l;:\ 数

19871 j.'. 3 月 31 LI 

I 1 本|セ11人J*IJ I支 海外HJIJ Iぇ

投資されております。

ドノレ)を取崩し、税金費用のj完入れとして処理Ih 、たしました。 1990年3 ) J 31 

日呪花、税金')1 当 が行われていない海外子会中| の未分配利誌は、

74 ， 808ï苛7jPJ (476 ， 4841"米ドル)であります。

一部の海外子会社で認識されていた繰延税金資産9 ， 860百万川

，(62 ， 803千米ドノレ)は、将来与反射することが不確実となったため、 1990 1Y.

3rJ 31 1 -1 に終了した会計年度においてー1I~j:f1l却し、たしました。

述 441子会ネ 1:の繰越欠損金は、 1990 i}'.3 月 31 日 引在36 ， 852子r7jPJ

(234 ， 726千米ドノレ)であ り、 それらの二f会社の将来の利益カ3ら排除てや

きます。 これらの繰越欠1' ;;\ 金は 、-1，立長 1 51 1三の期間内て"JUi 1出切れとなりま

す。

ljl.p: (1 JJf'J lP_{;t: : T /I<:ド ノレ

資本イヤ 資本市(l1I!令 資本全 資本市Wi全

引在残 I") 23 1,236, 181 ￥ 11 ，975 ￥ 99.692 s 76 ,274 $ 634,981 
転換社債の株式への転換 7,532 ,586 11 ,690 17,949 74,458 114.325 

j1i ~:t子会毛1 :に対する持株比ギの変動 2.183 

1988ゴド3 )J 3lfl 

引泊ゴー伐 II I~J 238.768.767 23 ,665 1 ]9,824 150.732 763.21 

公募による明資 : ・ 20,000,000 54.540 54.520 347,389 347,26 1 
新株引受権の行使・ 3 ，086ユ 10 6,898 6,895 43 ,936 43 ,917 
転換紅債の株式への転換 20,747 ,946 29 ,538 50,8 11 188,140 '/ 323,637 

19891F3)-] 3 1 日

IJUr.伐ii可 282 ,602 ,923 114,641 232 ,050 730, 197 1,478 ,026 
公持による明資 - 、 ・ 30,000,000 115,800 115,800 737 ,580 737 ,580 
新株引受村üの行使・ 2, 176,272 4,864 4,862 30,98 1 30,968 
転換全I:fi'tの株式への転換 17,149,535 42,733 43.105 272 ,185 274.554 

新株引受権の発行 23.600 一 150,3 18 

19901f3 )J 3 1 日

JJU[残 I I: I} 331 ,928 ,730 ￥278 ，038 ￥419 ，417 $1 ， 770 ，94~ $2 ,67 1,446 

当 初: は、 1988年4月 21 11 および1989年7月 20 円に、米 nil およびカナ

ダ以外の地域において、それぞれ1株当り 5 . 453 jJ~ (34.73米 ドノレ)お よ

び7 ， 720 ↓IJ (49.17米ドノレ) の発行 11Ui 絡をも っ て、 20 ， 000 ， 000株および

30 ， 000 ， 000株の公募による新株発行を行し、ました。 これらの発行側傾

はL 資本金勘定および資*準備金勘定に計 卜しております。

子会社に対する当社の述~:t; t.o の 1株当りの持分続iを超える1i11i格をもっ

て、公募による一新株発行を第三者に行し、ま した。 この超過金傾のうち弘

社の持分に相当する令傾から税従iを控除した金吉riを資本準備金に;-il

J-. しております。

19881 1='- 3 )13111 に終了した 1年間において、あるj主 t，;I; _f-会社は、当該
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1983年以降に発行された転換社債の株式への 11ぽ換は 、 11 本の時j

法の規定に従って 、 転換制の半額が、資本金の哨加、伐りの半額が、



資本準備金の増加として処理されます。 1982年以前に発行された転換

社債の転換については、発行された株式の額面額が、資本金の増加と

して処理され、転換傾の残りの部分が、すべて資本準備金の増加とし

て処理会れτおります。

日本の商法では、当社および H 本国内の子会社の行った現金配

当の10%以上の金傾を、利益準備金として積立てることが要求されて

おります。利益準備金が払込資本金の1/4に達した時は、その後の積

立は要求され1ません。

、期首残高l

当期発生額

当期換算調整額に害Ijり 当てられた税額

期末残高

13. 研究開発費
1988年3月 31 日、 1989年3月 31 日および1990年3月 31 日に終了した

各1年間の売上原価に計上されている研究開発費は、 それぞれ

14. リース資産
当社および連結子会社は、工場施設、事務所、倉庫、従業員の住居

施設および、その他の資産の一吉1)を賃借しております。

資産の種類

長期抑j卸資産 l映画-

土地・ - 、 ・

建物および構築物・ . . 

機械装置およびその他の有形国定資産 ・ . ・ .

償却累計額-

当連結財務諸表に反映されている1990年3月， 31 日に終了した会計

年度にかかる利益処分額は、 1990年6月に開催される定時株主総会に

おいて提案され、株主総会の承認を得た後、商法に従って帳簿に5己録

されることになります。

1988年3月 31 日、 1989年3 月 31 日および1990年3月 31 日に終了した

各1年間の累積外貨換算調整額の変動内容は下記のとおりであ りま

す。

1988年

単位: 百万円

3 月 31 日に~q.了 した 1， iF !W

1 989勾三 1 990:ﾍf 

(￥61，907) 

92,410 
(6,975) 

￥23，528 

($394~3.12) 

588,599 
(44,427) 

$149,860 

128 ， 707百万円、 142 ， 0771可\万fJ~l および165 ， 227百万円 (1 ， 052 ， 401

千米ドノレ)であります。

1989年3月 31 日現在および1990年3月 31 日現在のキャヒ。タノレ ・リー

スに該当するリース資産の内容は下記のとおりであります。

単位・ 百万円 単位:千米ドノレ

3月 31 日現在 3月 3 1 日現:tf

1989i手 1990{j�. 1990{F 

￥ ￥ 9，758 $ 62,153 

996 748 4,764 
.. . 4.423 9,181 58,478 

. ー . ・ 3,2l2 3,199 20,376 
・ ' . (1 ,934) (3,205) (20,414) 

6,697 9,923 63,204 

￥6.697 ￥ 19，681 $125,357 

45 



キャピタノレ・リースに関して、将来支払われる最低リース料の年度別 とおりであります。

の金額およびその合計額の1990年3月 3 1 日現在の現在価値は下記の

3月 3 1 日に終了する各年度

1991年

1992年

1993年

1994年

'1995年

1996年以降

リース料の最低支払額

住除:利息、相当初

現在価値

控除:短期リース未払金

長期キャピタノレ・リース未払金

1988年3月 31 日、 1989年3月 3 1 日および1990年3 月 31 日に終了した

各1年間のオペレーテイング・リースに該当する i主借料は、それぞれ

22 ， 246百万円、 28 ， 708百万円および61 ， 81 2Yï万円 (393 ， 707千米ド

ノレ)であります。

3月 31 H に終了する芥年度

199 I!rF-

1992年

1993年

1994年

1995年

1996.{lニ以降

将来の最低賃借料の支払額合計

15. 契約債務および偶発債務

1990年3月 31 LI ~見在の有形 lit_n定資産およびその他の資 j主の購入

等に|共j する契約債務は、約103 ， 074宵万 pj (656 ， 522 千米ドノレ)であり

ます。

通常の取引から生じた吉Ijリ l 手形および債務保証に|刻する偶発債務

は、 1990.{ F- 3 月 3111 引在、約70 ， 811 ï百万 r'j(451 ， 025 千米ドノレ)であ

り、そのうち |期連会社の借入金に対する保証は、 802 -6)j 円 (5 ， 108千米

ドノレ)であります。

レコードおよび行楽業主p '肖むー古1 ) の子会社は、アーテイス卜およびレ
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Ijl イム : 百 )j円 11í.位 : 千米 ドノレ

￥ 4.008 $ 25 ,529 
3.741 23 ,828 
2.768 17,630 
2.691 17.140 

2.512 16.000 

8,648 55 ,083 

24,368 155 ,210 
3.804 24,229 

20,564 130,981 
3.640 23 , 185 

￥ 16 ，924 $107 ,796 

1990年3月 31 日現在における当初の契約期間または残存する契約

期間カf1年以上で解約不能な賃借にもとづ く最低賃借料は下記のとお

りであります。

Wi'L: i'T )jr'l Jii.枕 T 米ドノレ

￥ 25 ，966 $ 165,388 
22,405 142.707 

18,929 120.567 

14,530 92 ,548 
13,315 84.809 

92 ,597 589 ,790 

￥ 1 87 ， 742 $1 , 195 ,809 

コード、テー プ、 コンパクトテ河スクおよびビデオの製造会社、 j以売会社

との長期契約を締結しております。 これらの契約は、多様でありますが、

主として 1993.{F.3 月 3 Ir l までのWJ山に|到するものであります。 1990年3)j

31 11 .fR tl;. の当該長期契約における支払子定相は、 38 ， 561百万川

(245 ， 6 11千米わけであります。

1990年3月 3 1 日引在、 当社および、 当初:の子会社ならびに i剥迎会担

にふj する未解決、係/[，. '1 I あるいは発作のおそれのある訴訟または賠fit

請求で重要なものはありません。



公認会計士の監査報告書

干 107 東京都港区北青山一丁目2番3号青山ビル TEし(03)404-9351 

Price Waterhouse 。
1990年5月 21 日

ソニー株式会社の株主および取締役会各位へ

私どもは、円貨で示されたソニー株式会社および、その連結子会社の1989 j-1三および1990年3月 31 日現在の連結貸借対照表ならびに1990 1.1-'- 3 月 31

日に終了した3年間の科会計年度の連結損益および剰余金結合計算書および連結キャッシュ・フロー表について監査を行った。 これらの}[オ務諸表

は、会社の経営者の責任のもとに作成されたものである。私どもの責任は、監査にもとづいて、これらの財務諸表についての意見を表明することである。

私どもは、 一般に認められた監査基準に準拠して監査をn.った。 それらの基準は、財務諸表に重要な虚偽表示がなし、かどうかについて合理的な舵

証を得るように、私どもが監査を計画し、実施することを要求してしも。監査は、財務諸表における金額および開示の基{避となる証拠を試査により検証す

ることを合んでし、る。 また監査は、財務諸表全般の表示について評価するとともに、経常者が採用した会計原則および経営者が行った重要な見柏りを

検討することも合んて\、る。私どもは、上述の監査が、 私どもの意見に対する令i型的な基礎を提供していると確信している。

会社は1990年3J-J 31 [1 に終了した3年間の弁会計年度のセグメン ト情報を開示していなし、。私どものな見によれば、!主業別ならびに海外ヰi業およ

び輸出売上についてのセグメン 卜情報を記載することは、連名1; t!オ務諸表の完全な表示のために、米国において一般に公正妥当と認められた会計原

WJ ( こよって要求されている。

私どもの意見によれば、この監究報告書の第3項てい述べたセグメン卜情報の行略を除いて、私どもが監査した連結 IIオ務諸表は、すベての重要なな}止I止f

において、ソニー株式会社およびその連結子会社の 1 989年および1990年3月 3 1 日現在の財政状態ならびに1990年3月 31 日に終了した3年間の各

会計年度の経常成総およびキャッシュ・フローを;米 |王|において一般に公正妥当と認められた会計原J!!J に準拠して、適正に表示してしも。

j主結財務諸表j主記l に記載されているとおり、 会社は、米凶財務会計基準書第87 J，ナ 「退職年金に |羽する会計処理!.J に従い、 1990年3)-] 31 [1 に終

了した会計年度において退職・年令官用の会計処理を変更した。

ム以μμι
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.結，...!Iーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

北米

・米国

ソニー・ユーエスエー・インク
ì :. に米 IJ~I における |対係会社のイヤ刷!および管理n業務の
サポート

ソニー ・コーポレーション・オブ・アメリカ
米I -EI におけるyニー製品の製造 ・ l仮5a己

デジタル・オーディオ・ディスク・
コーポレーション
コンパク トディスクおよびレーザ、ーディスクの製造 ・

l!反ず己

シーピーエス・レコード・インク
レコー ド、 テープ、コ ンノ fク トディスクおよびビデオソ フト

の Hì lJ 作・ 製造・ I反'; C

コロンビア・ピクチャーズ・
エンターテインメント・インク
H央 pJfI およびテレヒず番組の全 plïl . 製作 ・配給ならびに11央

pll lの劇場公開

マテリアルズ・リサーチ・コーポレーション
合同 i \lf. IJ ~~形成 j支出、エッチング装店および日品川主合
会の製j立 ・ l仮先

ソニー・トランスコム ・インク
t'JiL'/~機nJAVエンター テインメントシステムの製造 ・ i阪

光および ('f;~ 、 H央 pJilプログラムの配給サービス

圃力ナ夕、

ソニー・オブ・カナダ・リミテッド
カナダにおけるソニー製品の IUiう4己

中南米

・パナマ
ソニー・コーポレーション・オプ・パナマ・
エス・工-
11 '1村井く;におけるソニー製品の Il反，ん

-ブラジル

ソニー・コメjレシオ・エ・インダストリア・
リミター夕、
ブラジ、ノレにおけるソニー {~~ II山

-・・・・・・・ ・ ・・・・・・・ ・ .. . .......... . . . ...

ヨーロッパ

・西ドイツ

ソニー・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー ・八一
ソニーの欧州| オペレーション統J11

ソニー・ドイチュラント・ゲー-エム・べ一・
ノ(-
IJy ドイツにおけるソニム製JIltt のl!反'ノピ

ソニー・ベガ・プロダクション・ゲー・工ム・
ベー，ノ(-
ソニー製品の製造・ l以完

主要子会社および関連会社一覧

-イギリス

ソニー・(ユー・ケートリミテッド
イギリスにおけるソニー製品の製店 ・lUえ光

ソニー・ブロードキャスト・アンド・
コミュニケーションズ・リミテッド
ヨー ロッバ、アフリカ、 中近点における放込 J，;j flJ ・業務

J IJ ビデオおよびオーディオ機誌の版光

-フランス

ソニー・フランス・エス・工一
フランスにおけるソニー製J山の製造 ・ l以ゾじ

-スイス

ソニー・オーバーシーズ-エス・工ー
ヨ一口、ノノ 干におけるソニー製品のl!反光、外 | 白為仔およ

び令融業務

ソニー・(シュバイツ)・工ー・ジー
スイスにおけるソニー製品の版光

-オランダ

ソニー・ロジスティックス ・ヨーロッパ・ピー・
ブイ
ヨーロツノ 干における物iñd愉 .ìL{~i役、合hiO

ソニー ・ユーロ・ファイナンス・ピー・ブイ
ヨーロツノ fにおけるコマーシヤルペーパーの先行

ソニー・コミュニケーション・プロ夕、クツ・
ピー・ブイ
ヨーロッパ、アフリカ、 11' ;江東における業務川機協の海

外 f全十 l および版元 f \:J11UJ~ に刈する l以先

ソニー・ネーデルランド・ピ-・ブイ
オランダにおけるソニー製JiltIの fUh

-ベルギー
ソニー・サービス・センター ・
(ヨーロッパ) ・工ヌ・ブイ
ヨーロツノ {'(こおけるサービス体制サポート

ソニー ・ベルギー・工ヌ・ブイ
ベノレギーにおけるソニー製J山

-デンマーク

ソニー・スカンジナピア・工一 .工ス
スカンジナヒピ守アにおけるソニ一 i製主製1LlJll"山i

-オーストリア

ジ二一・グズ..rム ・ベー，ノlー
オーストリアにおけるソニ- ;~~U山

ディー工ーディーシー・オーストリア・ゲス 
Zム ・ベー・/(一
コンバクトディスクの出j立 ・ II反光

-イタリア

ソニー・イタリア・エス・ピー ・エー
イタリアにおけるソニー型J山の製泣 ・ l以ッピ

-スペイン

ソニー・工スパ一二ャ・エス・工ー
スペインにおけるソニー製品の製泣 ・ 版う'己
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中近東

・サウジアラビア

ソニー・サウジ・アラビアン・カンパニー・
リミテッド
サウジアラビアにおけるソニーLL製J山

アジア

・香港

ソニー・コーポレーション・オブ-ホンコン・
リミテッド
ホンコンおよび京市アジ、アにおけるソニー製Jiltt のl!反デ己

-シンガポール

ソニー・インターナショナル・
(シンガポール)・プライベート・リミテッド
アジア、オセアニアlill .t9X ( ;こおける削品の ;VliJ .i主および.
サー !こPスw制サポー ト

ソニー・シンガポール・プライベート ・
リミテッド
シンヵーポーノレにおけるソニー製 J1131 のl!反光

ソニー・ブレシジョン・エンジニアリング
センター ・ (シンガポ'-!Jレ)・プライベート ・
リミテッド
アジアNIES Iき|におけるソニーグループへの ' 1 :';0え術
サポートおよび干1'['，市ノ fーツ ・ デノ fイスの製造 ・ i日472

ソニー・ロジスティックス ・
{シンガポ'-Jb) ・プライベート ・リミテッド
京市アジアにおける物流(愉;A、市役、f.THO 

-マレーシア

ソニー・ティーブイ・インダストリーズ・
(エム)・センディリアン・ベル八ッド
カラーテレビ、Ílll\lr ，j ヨークおよびTVチューナーの

ソニー ・エレクトロニクス・(エムト
センデイリアン・ベル八ッド
オーテYオ機協の製造

-タイ
ソニー・マクネティック・ブロダクツ・
(タイランド)・カンパニー・リミテッド
ビデオテープおよびオーデイオテープの品ILù:

-韓国

韓国東洋通信工業株式会社
オーディオ機器およびM:"中;tw品の製造・ l以J

-台湾

新傑股{分有限公司
ピデホテープレコーダーの製造

オセアニア

・オーストラリア

ソニー・(オーストラリア)・ピーティーワイ・
リミテッド
オーストラリア、ニュージーラン ド、 I ~H: ‘ ri. ì~( 品川におけ

るソニー製品の版先



阪=~掴圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃・

ソニー木更津株式会社
ビデオテープレコーダーおよびCDプレーヤーの製造

ソニー幸田株式会社
ビデオテープレコーダーおよびレーザーデ‘イスクプレ

ーヤーの製造

ソニー美濃加茂株式会社
8ミリビデオカムコーダーおよび I"J 待;1!i 克弘).qliの
製造

ソニーブロードキャストプロダクツ株式会社
欣込 )"J Jl I ・ 業務川オーディオ機器、ビデオテープレコ
ーダ一 、 カメラおよび光，';々システムの製造

岩手東洋通信株式会社
カーオーディオおよび;江川機の製込

ソニー板倉株式会社
オーディオ機協の製造

株式会社タロン
オーディオおよびビテ、、オ機時の製込

ソニー筑波株式会社
オーディオ機日:~の製造

東北身者連E街tft在
オーテV オおよびモービルエレク 卜ロニクス機協の

ソニーポンソン株式会社
ヘッ ドホンステレオおよびCDプレーヤーの組込

ソニー一宮株式会社
カラーテレビおよびピデオテープレコーダーの製 Iii

ソニー電子株式会社
業務川カラーディスプレイ 、 カラー テレビ、カラー テレビ
川 ì :. 法 /'iI) lllI l，の製造

ソニー穏沢株式会社
カラーテレビJl I フ。ラウン予r;:の製jE

ソニー瑞浪株式会社
カラーテレヒサ 1I ブラウン作の製造

本宮電子株式会社
屯 f鋭、 白，，\ I Î ' J ヨ ー ク、 (j，，\‘ドブラウ ン~'(，:;の出 .ι

ソニー・マグネ・プロダクツ株式会社
磁れ ・ 光，;cH~!日本および '，11: h~ll ，'山の製造

1990 {ド川 J 3111 J}tA の j主~:，'i -(-会社は576f1、 料 分法
適川会11 は3ftです。

uc-- '民主のt全十[および閑注全社の七安来 í'~ 1人l
ねは、 1 990:'ド 4JJ 30 11 引イ1 :の ものです 。

ソ二一大分株式会社
、ド i持{本製品の製造

ソ二一国分セミコンダクタ株式会社
、|勺、与{本製品の製造

ソニー白石セミコンダクタ株式会社
、 1" 導体型仙の製造

ソニー長騎株式会社
、ド ~lfW i製品の製造

ソニーデジタルブロダクツ株式会社
オーテ川オ機慌およびコンピュー ターの製造

サウンドシステム株式会社
業務 J II VTR ドラム、 CDおよびビデオテV スクプレーヤ
ーの光 ，，;::ピックアップならびに刈椛 l主夫装)，~似の県

Jよよ

マックス精機株式会社
M:'札(il l ， '，， ' ， 、イí':: I r;~! 、 FA機日;十の製jA

ソニーアスコ株式会社
MFDドライフ\ ノ 、 ー ドテ川スク ドライフ"， CD.ROMおよ
びプリンター システムのをむも

ソニーエンジニアリング株式会社
1m品設計および製造UHi折導

ソニーブロキュアメントサービス株式会社
tf l ~ 1 '111 ， および!以材料 の訓述・愉 ，' 1'， 人

ソニー商事株式会社
イ守山

ソニーマグネテープセールス株式会社
/iJJ.丸テーフ。の IU.{'J

ソニー企業株式会社
ピル)~: Jl l l 、 アスレチ、ノク|閃失刻1 ;辿!主i主II尚i存街札?HLjhiJ品I1I
一 シヨンおよびライ センスy業~~務奇、 . イ，J\t1iK1 J 菜、 州中教育
法務、 打 i '.i汁~険 ( \:J" IU， i;X ~'í5， i:.íL-:，広 '，11:( に JI I'. I ， i ;~U'元

ソニーロジ、スティックス株式会社
1.'; 1午 、 jllij2L 刷包 、 {':i役、航常任物取J没

ソニーサービス株式会社
ソニー製J山のアフターサービス

ソニートレーデインク‘株式会社
ìllj外製品の輸入 ・ l以ゾじ
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株式会社ソニー・エナジー-テック
?付申'， l1: ì也の製 jj1 . ll反先

株式会社ソニーファイナンス
インターナショナル
クレジ、ット、リース、融資業務、ソニー製品の レ ンタル、
H ('.i i:保険代~lIU， i ;来務

株式会社シーピーエス・ソニーグループ
コンノ fク トディスク、 tt' 楽テープ、レコー ドおよびビデオ

ソフトウェアの製造・ 11反デ己

株式会社ソニー・クリエイティブブロダクツ
ファンシー ・ ノ fラエティグッズ および化料 171 の !日j 先 ・ 製

造 ・ 11反光、イイJI; J Il AV製品の l以先、デザイン ・;ペ fH?r\
および、 1均株のライ センス業J奇

ソニーピーシーエル株式会社
ビデオ・ HDVS*~"i集、ビテ、、オテープコピ- ， 1映像変換、
"* lI lil. : I/ ~'{ フ ィノレムの別保 ・悦什、 )l~ Î J 、 J Ilビデオ機慌
の ν:ノタ Jv

ソニーケミカル稼式会社
ビデオテープ、 私l i汗斉IJ 、 H.!: rm~/II" の製造 ・ l以先

ソニーマグネスケール株式会社
テージ、タノレ i.:L i;fì\ d.~/J討WJ .b長システム、 CNCシステム、デー

タレコーダ一、 ビテ、、オソフ ト刈 ili プ リ ン ト システムの製

j立 ・ IUi'/，:;

株式会社ソニープラザ
愉人J I 今川川 J1111 小光業および在jJッ'':; ;K

アイワ株式会社
オーディオ機品、 ビデオテー プレコーダ一、モテコ、ヤj
の製造 ・ II反J己

ソニー・プルコ生命保険株式会社
ノ 1 :命{恥険

ソニー・テクトロニクス株式会社
;江J-，lhWI機出およびコンピューター ・ グラ フィ ック |佐I j主
機協の製造 ・ m.u，己



置ソニー株式会社
〒141 東京都品川区北品川6- 7- 35

í~話 (03)448-2111 

FAX (03) 448-2244 

TELEX 22262 (SONYCORP J22262) 

-設立年月日
1946年 5 月

-問い合わせ先
〈日本〉
ソニー株式会社

社長室証券業務課

〒 14 1 東京都品川区北品川 6-7-35

電話 (03 ) 448-2 1 80

〈米国〉

Sony USA Inc. 
Corporate Financial Communications 

9 West 57th Street, New York, NY 10019 

TEL (212) 371-5800 

〈イギリス〉

Sony [U.K.J Limited 
Investor Relations 

Sony House, South Street, Staines, Middlesex TW18 4PF 

TEL 0784-467000 

-独立監査人
フ。ライス ウォーターハウス

千107 東京都港区北青山1-2 -3 青山ヒマノレ

株主メモ
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園海外上場証券取引所
ニューヨーク、 ロン ドン、アムステノレタコ、 、ノ fシフィック、ノ旬、フランクフノレ 卜、

デュッセノレドノレフ、ブリュッセノレ、アントワープ、ウィーン、トロント、

モントリオーノレ、パンクーパ一、ミッドウエスト、チューリッヒ、パーゼノレ、

ジユJ司、ーフ

-圏内上場証券取引所
東京、'大阪、 名古屋、福岡、札幌

.ADR名義書悔代理人
Morgan Guaranty Trust Company of N ew Y ork 

New York , New York 

圃副名義書検代理人

Continental Illinois N ational Bank and Trust Company of Chicago 

Chicago , Illinois 

Bank of America N ational Trust and Savings Association 

San Francisco , California 

The Royal Trust Company 

(Co. Transfer Agent only) 

Montreal , Canada 

N ational Trust Company , Limited 

(Co-Registrar only) 

TOl刀nto ， Canada 

聞株式名義書操代理人
東洋信託銀行株式会社証券代行部

〒103 東京都中央区日本橋1-5-3 西川ピノレ








